
【行政のＤＸ】ＤＸに係る事業・取組状況について　令和７年度実績

１．数値指標（ＫＰＩ）を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 実施内容 実施成果 番号 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

1

Ⅰ 1 まず始めに実施すべき取
組

(2) 業務の棚卸し(可視化)とＢＰ
Ｒ

総務部 行政経営課 業務の棚卸し(可視化)とＢＰＲ
(県庁のＤＸ・業務改革推進事
業）

県庁ＤＸの推進 従来の仕事のやり方が見直され
ず、非効率な仕事のやり方が継続
されている場合がある。

ＲＰＡ等も活用しながら、支払業務などの特
定業務のＢＰＲを行う。

特定業務のＢＰＲを実施する。（８業
務）

スケジュール管理方法の見直しを行ったほか、８
業務にRPAを導入し、計９業務のBPRを実施した。

所属ごとに作成・管理していたスケジュールにつ
いて、庁内グループウェアのスケジュール機能を
活用する方法に統一し、仕事のやり方の見直し・
改善を図ったほか、８業務にRPAを導入したこと
で、業務の効率化・省力化につながった。

1

BPR実施業務 0 8 8 8 8 8 10 9 9

2

Ⅰ 1 まず始めに実施すべき取
組

(3) 書面規制、押印、対面規制の
見直し

総務部 行政経営課 書面規制、押印、対面規制の見
直し

県庁ＤＸの推進 従来の仕事のやり方が見直され
ず、非効率な仕事のやり方が継続
されている場合がある。

ＲＰＡ等も活用しながら、支払業務などの特
定業務のＢＰＲを行う。

「アナログ規制（書面・対面規制）の
点検・見直し方針」により作成したア
ナログ規制の見直し工程表に基づき、
見直し総件数を66件とする。

アナログ規制の見直し工程表に基づき、各部局等
へ進捗状況を適宜確認し、規制の見直しに向けた
進行管理を行った。

新たに４件のアナログ業務を見直し、計61件の見
直しを行ったことで、県民の利便性の向上及び業
務の効率化につながった。

2

アナログ規制の見直し総件数 0 0 0 63 66 - - 57 61

3

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(1) 行政手続のオンライン化 総務部
企画調整部

行政経営課
デジタル変革課

行政手続のオンライン化の推進 市町村DXの推進 申請先が散在する県及び市町村の
オンライン行政手続のUI統合・一
本化。

県及び市町村の行政手続きのオンライン化 県及び市町村の行政手続オンライン利
用率について、80.0%を目標とする。

県において調達した行政手続オンライン申請サー
ビスについて、市町村における活用を一層促進す
るため、個別相談対応などの支援を実施した。

県において調達した行政手続オンライン申請サー
ビスについて、市町村における活用を一層促進す
るため、個別相談対応などの支援を実施した。

3

県及び市町村の行政手続のオンラ
イン利用率

48.2% 61.0% 67.4% 73.7% 80.0% 47.3% 43.1% 32.2% 29.5%

4

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(1) 行政手続のオンライン化 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシ
ティ推進事業)

より多くの自治体で行政手続をオ
ンライン化し、住民がいつでも・
どこでも利用できる仕組みの定着
を図る。

市町村の導入障壁や職員・住民の
ITリテラシー差、サービス機能の
不十分さなど、実運用上の課題が
顕在化。

行政手続オンライン申請サービスを市町村へ
展開。各自治体に対し導入・活用を支援する
個別支援も実施。

県及び市町村の行政手続オンライン利
用率について、80.0%を目標とする。

県において調達した行政手続オンライン申請サー
ビスについて、市町村における活用を一層促進す
るため、個別相談対応などの支援を実施した。

令和７年度末時点で共同利用市町村数が県含む７
自治体となった。

３
（再掲）

県及び市町村の行政手続のオンラ
イン利用率

48.2% 61.0% 67.4% 73.7% 80.0% 47.3% 43.1% 32.2% 29.5%

5

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(1) 行政手続のオンライン化 総務部 税務課 賦課徴収一般事務費（自動車税
納税確認システム）

自動車税の納付状況をインター
ネット上で確認できるようにする
ことにより、事業者の利便性の向
上を図るとともに、電話照会によ
る納付確認を減らすことで職員の
業務負担の軽減を図る。

自動車税の納付確認方法が県税部
への電話照会のみ行われていた際
は、県税部の職員が個別に端末を
操作して回答していたが、日に十
数件対応することも珍しくなく、
負担となっていた。

事業者の利便性の向上、業務の負担軽減を図
るため、車検時における納税完了の事実をイ
ンターネット上で事前に確認できるシステム
を引き続き運用する。

システムの利用促進、事業者の利便性
向上、業務負担軽減を図り、システム
による納税状況の検索回数95,000件を
目指す。

福島県自動車税納税確認システム（Ｆ－ＪＮＫ
Ｓ）の運用。

令和７年度については、検索回数が124,804回と、
前年度に比べて25,026回、およそ25％の増となっ
た。

4

システムによる納税状況の検索回
数

- - ｰ 75,600 95,000 - - 99,778 124,804

6

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(2) キャッシュレス決済の導入 総務部 税務課 自動車税種別割に係る電子決済
利用の促進

電子決済の利用促進により納税者
の利便性向上・負担軽減を図る。

納付方法の拡充について、広く周
知を行う。

県税の基幹税目である自動車税種別割につい
て、クレジットカードやスマートフォンアプ
リ等のキャッシュレス決済を導入し、納税者
の利便性向上・負担軽減を図る。

納税者に対する周知に努め、年間
78,000件の利用を目指す。

５月の自動車税納税通知書発付後、納期限の6/2ま
でに、納期内納付の呼びかけとともに、キャッ
シュレス決済についての案内も行った。また、
10/27に、福島税務署、東邦銀行などの関係機関・
団体等と協同で、「福島県キャッシュレス納付推
進共同宣言式」を開催し、税公金のキャッシュレ
ス納付の利用拡大を呼び掛けた。

令和８年４月２８日時点での令和７年度電子決済
（ネットバンキング＋クレジット＋ＡＰＩ利用決
済〔スマホアプリ〕）利用件数は103,858件でＲ７
目標値を大きく上回った。

5

自動車税種別割に係る電子決済利
用件数

14,442 24,595 30,000 68,000 78,000 19,351 64,169 86,551 103,858

7

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(2) キャッシュレス決済の導入 出納局 出納総務課 公金収納多様化推進事業 公金納付の利便性向上 納入通知書のキャッシュレス決済
等の取扱いの周知不足

納入通知書のキャッシュレス決済等の利便性
の周知を図る

バーコード付き納入通知書に係る
キャッシュレス等決済の利用割合につ
いて、35%を目標とする。

・新聞等によるキャッシュレス決済利用の広報を
実施。
・財務会計システムの仕様変更によるバーコード
付き納入通知書発行の促進。

納入通知書のキャッシュレス決済利用割合につい
て、R7の実績は34.2％であった。
また、納入通知書の利用満足度調査（R7.12.15～
R8.2.9）において、バーコードが印刷された
納入通知書を受け取った納入義務者の約72％が
「便利だと思う」「まあまあ便利だと思う」と回
答し、
県民の利便性の向上に寄与した。

6

バーコード付き納入通知書に係る
キャッシュレス等決済利用割合

- - 10% 30% 35% - 1% 32% 34.2%

8

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(3) オープンデータの充実 企画調整部 デジタル変革課 オープンデータの推進 民間における多様なサービスの迅
速かつ効率的な提供、官民協働で
の諸課題の解決等に向けて、オー
プンデータの取組を、積極的に推
進する。

今後他のオープンデータの充実、
利活用の普及・啓発等を図り、
ポータルサイトの閲覧件数をさら
に増加させていく必要がある。

〇県保有データの棚卸し及び公開
・県が保有するデータについて、無料かつコ
ンピュータが読み込める形態で公開し、民間
や官民協働での活用を推進するため、国が推
奨しているデータセットを参考にしながら、
関係部局と連携し、県保有データの棚卸しを
行い、公開可能なデータを把握するととも
に、オープンデータとして順次公開します。

〇公開済みデータの更新
・オープンデータとして既に公開している
データについて、関係部局と連携し、常に最
新の状態となるよう更新を行います。

〇オープンデータ活用の普及・啓発
・オープンデータの活用については、官民と
もに知見や経験が不足しているため、先進
的・実用的な活用事例を紹介するなど、普
及・啓発活動に努めます。

オープンデータポータルサイトの閲覧
件数について、30,000件を目標とす
る。

公開するオープンデータの拡充及び更新のため、
全庁的なデータの棚卸しを実施した。

公開データの新規追加とともに、公開可能データ
の更新等を行った。

7

オープンデータ閲覧件数 20,862 23,146 25,430 27,714 30,000 6,477 6,906 7,292 6,178

9

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(1) ペーパーレス化の推進 総務部 行政経営課 人事・給与・行政組織等管理事
業(県庁のＤＸ・業務改革推進
事業）

県庁ＤＸの推進 県庁内の紙文化が庁内のＤＸ推進
の妨げとなっていることから、モ
バイルPCや庁内Wi-Fi等のハード
面の整備を進めるとともに、規則
や運用ルール面の改正、職員の意
識改革が必要。

ペーパーレス化アクションプログラムの策
定、電子決裁等の導入拡大、政策監会議での
進捗管理等を行い、コピー用紙の購入量を削
減する。

コピー用紙購入量（本庁（知事部
局））を12百万枚以下とする。

・令和６年７月から本格導入した電子決裁につい
て、簡易マニュアルを作成し、一層の活用促進を
図った。
・ペーパーレス化のため令和７年度県庁ペーパー
レス化アクションプログラムを策定した。

コピー用紙購入量は前年度比で約300万枚（前年度
比約14％）の減となり目標を達成することはでき
なかったものの、ペーパーレス化を着実に進める
ことができた。 8

コピー用紙購入量（本庁（知事部
局））

40百万枚 40百万枚 32百万枚 20百万枚 12百万枚 35百万枚 32百万枚 25百万枚 22百万枚

10

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(3) 電子決裁の拡充 総務部 文書法務課 文書管理システム再構築事業 電子決裁の推進 文書管理業務に係る職員の負担軽
減

文書管理システム上で電子決裁による業務の
省力化・効率化を図る。

文書管理システム対象の全所属への導
入（電子決裁率）について、30％を目
指す。

電子決裁のわかりやすい操作に資するため、従来
の操作マニュアルに加えて簡易版のマニュアルを
作成し、全職員に周知した。

電子決裁率が前年度から上昇した。

9

文書管理システム対象の全所属へ
の導入（電子決裁率）

0 0 30% 30% 30% - - 24.7% 26.9%

11

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(5) ＲＰＡの導入 総務部 行政経営課 人事・給与・行政組織等管理事
業(県庁のＤＸ・業務改革推進
事業）

県庁ＤＸの推進 定例的な反復業務に職員の業務時
間が費やされ、重要な業務に注力
することが困難な場合がある。

業務削減効果が高い業務へＲＰＡを導入す
る。

ＲＰＡの導入により削減される年間の
業務時間について、17,500時間を目標
とする。

令和６年度に引き続き40業務へ導入を継続すると
ともに、学校歯科健康診断結果のとりまとめ業務
など、新たに８業務にRPAを導入した。

ＲＰＡ導入により削減される業務時間は、18,862
時間と目標値を上回っており、業務の効率化・省
力化が図られた。

10

ＲＰＡの導入により削減される業
務時間

9,800 11,400 13,000 14,600 17,500 12,768 15,691 17,061 18,862

12

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(6)
ア

ＡＩの活用
議事録の作成支援

総務部 行政経営課 人事・給与・行政組織等管理事
業(県庁のＤＸ・業務改革推進
事業）

県庁ＤＸの推進を周知する。 音声データを聞きながら議事録を
作成する作業が職員の負担になっ
ている。

音声データを自動でテキストデータ化するシ
ステム（サービス）を導入し、利用方法等を
周知する。

議事録作成支援システムの年間利用時
間について、3,500時間を目標とす
る。

AIを活用した議事録作成支援システムの導入を継
続し、打合せや会議等の議事録の自動作成により
業務の効率化を行った。

議事録作成支援システムの利用時間が3,654時間と
目標値を上回っており、議事録作成業務の効率
化・省力化が図られた。

11

議事録作成支援システムの利用時
間

1,300 1,400 2,000 3,000 3,500 1,932 3,099 3,486 3,654

13

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(6)
イ

ＡＩの活用
ＡＩチャットボットの導入

企画調整部 デジタル変革課 デジタルコミュニケーション推
進事業(ＡＩヘルプデスク高度
化事業)

公務効率の向上 各種業務システムの運用管理にお
ける労力の増大

職員からの質問に対してＡＩが質問の意味を
解釈して、自動で応答するシステム（チャッ
トボット）を導入する。

チャットボットの利用満足度につい
て、「満足した」と回答した割合を
64%とすることを目標とする。

管理者向けの研修の実施、FAQ更新やチャットボッ
トのメンテナンスを行った。

満足度の維持ができた。

12

チャットボット満足度 56% 58% 60% 62% 64% 54% 61% 63% 61%

14

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(6)
ウ

ＡＩの活用
生成ＡＩの活用

総務部
企画調整部

行政経営課
デジタル変革課

生成AI活用実証事業 生成AIの本格導入により、業務効
率化と人的資源の最適配分を図
り、行政サービスの質を向上させ
る。

応答速度や機能制限など無料版の
制約を解消し、生成AIの性能を業
務で最大限に引き出せる環境を整
備。

CopilotやChat-GPT等を有料版で導入し、部局
別に配布。活用状況を評価し、ガイドライン
を更新予定。

生成AIを活用した事務自動化により、
年間約40時間の作業時間削減を目指
し、効率と精度の両立を図る。

延べ103アカウント分の有償ライセンスを配布し、
職員の事務処理負担の軽減および生産性の向上を
図るとともに、庁内業務の効率化に向けた実証事
業を実施した。

業務効率の向上および業務品質の向上について
は、いずれも7割を超える職員が効果を実感したと
回答した。また、職員1人あたりの平均短縮時間
は、検索業務で約4分、文書作成業務で約5分、要
約業務で約6.7分といった削減効果が確認された。

13

導入アカウント数 - - - - 93 - - - 103

15

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(8) Ｗｅｂ会議の拡充 企画調整部 デジタル変革課 デジタルコミュニケーション推
進事業(県市町村Ｗｅｂ会議・
情報連絡システム運用事業)

公務効率の向上 会議参加のための移動時間確保 県が開催する会議を可能な限りＷｅｂで実施
することにより、市町村職員等参加者の移動
時間を削減する。

職員が必要な時にＷｅｂ会議をいつで
も開催できるよう、通信等環境の整備
やタブレットの配備等を行い、自席か
ら参加可能なＷｅｂ会議の種類を３種
類とする。

安定したWeb会議が実施できるよう整備する
必要な時に必要な職員に貸出する

必要な時にWeb会議をいつでも開催できるように整
備できた。また引き続き3種類のＷｅｂ会議を自席
から参加可能とした。

14

自席から参加可能なＷｅｂ会議の
種類

1 3 3 3 3 3 3 3 3

16

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(9) テレワークの推進 総務部 人事課 人事・給与・行政組織等管理事
業(働き方改革推進事業)

働き方改革の推進 働き方改革推進の向けた職員の意
識改革と行動変容

職員に対して「働き方TIME（発行物）」によ
る事例周知等を行う

モバイルＰＣ、無線ＬＡＮ等を導入す
ることにより、在宅勤務、ペーパーレ
ス等に取り組む実践例を創出し、その
内容を庁内に共有することで職員に意
識改革と行動変容を促す。
アンケートによる職員の職場満足度を
４以上にする。

「働き方TIME（発行物）」による事例掲載（計３
回）

左記の発行物による周知により、職員に意識改革
と行動変容を促した。

15

職員の職場満足度 - 4以上 4以上 4以上 4以上 3.59 3.54 3.54 3.55

17

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

(1) インターネット閲覧時の利便
性の向上

企画調整部 デジタル変革課 情報通信基盤運営事業(仮想端
末基盤の更新)

公務の効率化 インターネット閲覧の利便性の向
上、サイバー攻撃対策、セキュリ
ティレベルの維持

仮想ブラウザの同時接続数6,000台維持のため
の運用管理

インターネットを同時に閲覧可能な台
数について6,000台を維持する。

仮想ブラウザの同時接続数6,000台維持のための運
用管理を行った。

インターネットを同時に閲覧可能な台数について
6,000台維持ができた。

16

仮想ブラウザの同時接続数 1,800 5,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

実績値

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧

令和７年度の取組（実施）内容と成果 ＫＰＩ（重要業績評価指標）

分野 項目 担当
指標名 基準値

目標値

1／10

資料２－２



１．数値指標（ＫＰＩ）を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 実施内容 実施成果 番号 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧

令和７年度の取組（実施）内容と成果 ＫＰＩ（重要業績評価指標）

分野 項目 担当
指標名 基準値

目標値

18

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

(6) 情報リテラシーの向上 企画調整部 デジタル変革課 情報セキュリティ研修等の実施 高度化するサイバー攻撃に対処す
る等組織的な情報セキュリティの
推進及び情報化テクニカルリー
ダー（ＩＴＬ）の組織的な養成。

職員の情報リテラシーの不足。サ
イバーセキュリティの必要性の増
大。

全職員、全所属を対象に階層に応じた職員研
修の実施と庁内情報環境に対応した専門職員
（ITL）の養成研修の実施。

一般職員向け及び管理職員を対象とし
た情報セキュリティ研修及びＩＴＬを
対象としたＩＴＬ研修15回を行う。

一般職員向け及び管理職員を対象としたオンライ
ンでの情報セキュリティ研修及びＩＴＬを対象と
したＩＴＬ研修を実施し、全所属での利用者監査
（自主点検）により全職員の受講を確認した。

職員の情報リテラシーの向上及びサイバーセキュ
リティ確保に貢献した。

17

県職員向け研修等の実施回数 6 10 15 15 15 18 15 15 15

19

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (3) 自治体情報システムの標準
化・共通化

企画調整部 デジタル変革課 進捗状況管理（ＰＭＯ）ツール
での進捗確認

標準化移行状況について、デジタ
ルPMOを使って管理する。

市町村によって進捗具体や抱えて
いる課題が異なることから、課題
に応じた対応を行う必要がある

市町村がデジタルPMOに進捗状況や疑義を入力
するので、必要に応じて国に確認するなど対
応を行う。

県及び県内市町村の進捗率について、
100%を目標とする。

一般職員向け及び管理職員を対象としたオンライ
ンでの情報セキュリティ研修及びＩＴＬを対象と
したＩＴＬ研修を実施し、全所属での利用者監査
（自主点検）により全職員の受講を確認した。

職員の情報リテラシーの向上及びサイバーセキュ
リティ確保に貢献した。

18

県及び県内市町村の進捗率 - - 55.0% 71.5% 100.0% - 40.9% 52.0% 84.4%

20

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (4) マイナンバーカードの普及促
進・利用の促進

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(マイナンバーカード普及促進
事業)

マイナンバーカードを未取得者に
対する申請サポート及びマイナン
バーカード利活用に関する広報事
業の実施。

県民のマイナンバーカード保有率
向上及びマイナンバーカード利活
用サービスの認識向上。

市町村と連携し、マイナンバーカードの広報
や出張申請受付等を行い、県民のマイナン
バーカードの取得率向上を図る。

県民のマイナンバー取得率をほぼ100%
とすることを目標とする。

県内の商業施設（３会場）においてマイナンバー
カードの申請・更新サポート及び広報活動を実
施。

各会場実施前に、新聞折込みチラシでマイナン
バーカードの利便性について広報するとともに、
各会場合計で、マイナンバーカードの新規申請サ
ポート98件、更新申請サポート24件を行った。 19

県民のマイナンバーカードの取得
率

37.50% ほぼ100% ほぼ100% ほぼ100% ほぼ100% 66.10% 人口に対する保有
枚数率：74％

人口に対する保有
枚数率79.3％

（R7.3月末時点）

人口に対する保有
枚数率83.2％

（R8.3月末時点）

21

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (5) フロントヤード改革の推進 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシ
ティ推進事業)

より多くの自治体で行政手続をオ
ンライン化し、住民がいつでも・
どこでも利用できる仕組みの定着
を図る。

市町村の導入障壁や職員・住民の
ITリテラシー差、サービス機能の
不十分さなど、実運用上の課題が
顕在化。

行政手続オンライン申請サービスを市町村へ
展開。各自治体に対し導入・活用を支援する
個別支援も実施。

県及び市町村の行政手続オンライン利
用率について、80.0%を目標とする。

県において調達した行政手続オンライン申請サー
ビスについて、市町村における活用を一層促進す
るため、個別相談対応などの支援を実施した。

令和７年度末時点で共同利用市町村数が県含む７
自治体となった。

３
（再掲）

県及び市町村の行政手続のオンラ
イン利用率

48.2% 61.0% 67.4% 73.7% 80.0% 47.3% 43.1% 32.2% 29.5%

22

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (5) フロントヤード改革の推進 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(ＩＣＴ推進市町村支援事業)

先端的な情報通信技術を活用した
住民サービスの向上や市町村の業
務効率化等を推進しデジタル化の
恩恵を広く行きわたらせる。

市町村のデジタル化の取組が遅れ
及びデジタル化の推進のための財
源の不足

県内の市町村及び市町村のみで構成されてい
る協議会のICT機器の購入に対して補助金を交
付する。

ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術を活用する
市町村数について、59団体（累計）を
目標とする。

生成AIの導入や、ノーコード・ローコードツール
の導入といった先端的な取組に対して補助金の交
付を行った。

計26市町村45事業に対して補助を行った。
県内の市町村のICT機器購入に対する補助を行った
ことで、住民サービスの向上や各市町村の業務効
率化を図り、デジタル化の恩恵を広く行きわたら
せることに寄与した。

20

先端技術を活用する市町村数（累
計）

31 41 50 59 59 39 54 78 104

23

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (6) AI・RPA等の利用推進・共同
利用

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(ＩＣＴ推進市町村支援事業)

先端的な情報通信技術を活用した
住民サービスの向上や市町村の業
務効率化等を推進しデジタル化の
恩恵を広く行きわたらせる。

市町村のデジタル化の取組が遅れ
及びデジタル化の推進のための財
源の不足

県内の市町村及び市町村のみで構成されてい
る協議会のICT機器の購入に対して補助金を交
付する。

ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術を活用する
市町村数について、59団体（累計）を
目標とする。

生成AIの導入や、ノーコード・ローコードツール
の導入といった先端的な取組に対して補助金の交
付を行った。

計26市町村45事業に対して補助を行った。
県内の市町村のICT機器購入に対する補助を行った
ことで、住民サービスの向上や各市町村の業務効
率化を図り、デジタル化の恩恵を広く行きわたら
せることに寄与した。

19
（再掲）

先端技術を活用する市町村数（累
計）

31 41 50 59 59 39 54 78 104

24

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (7) テレワークの推進 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(ＩＣＴ推進市町村支援事業)

先端的な情報通信技術を活用した
住民サービスの向上や市町村の業
務効率化等を推進しデジタル化の
恩恵を広く行きわたらせる。

市町村のデジタル化の取組が遅れ
及びデジタル化の推進のための財
源の不足

県内の市町村及び市町村のみで構成されてい
る協議会のICT機器の購入に対して補助金を交
付する。

ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術を活用する
市町村数について、59団体（累計）を
目標とする。

生成AIの導入や、ノーコード・ローコードツール
の導入といった先端的な取組に対して補助金の交
付を行った。

計26市町村45事業に対して補助を行った。
県内の市町村のICT機器購入に対する補助を行った
ことで、住民サービスの向上や各市町村の業務効
率化を図り、デジタル化の恩恵を広く行きわたら
せることに寄与した。

19
（再掲）

先端技術を活用する市町村数（累
計）

31 41 50 59 59 39 54 78 104

25

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (10) オープンデータの促進 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(ＩＣＴアドバイザー市町村派
遣事業)

市町村DXの推進 市町村DX推進のための人的・財政
的リソース不足

ICT利活用推進協議会を活用し、市町村に県内
IT企業が提供するICTアドバイザーを派遣しDX
推進の課題解決を図る

ＩＣＴアドバイザー市町村派遣事業の
活用等により、オープンデータを整備
した市町村数（累計）について、59団
体とする。

ICT利活用推進協議会を活用し、市町村に県内IT企
業が提供するICTアドバイザーを派遣し、41市町村
に対し45の支援を実施した。

本事業実施市町村のうち、9割を超える市町村から
良好な評価を得た。

21

オープンデータを整備した市町村
数（累計）

56 59 59 59 59 59 59 59 59

26

Ⅱ 2 市町村支援・連携 (1) 各市町村の実情と地域の特性
に応じた支援等

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシ
ティ推進事業)

より多くの自治体で行政手続をオ
ンライン化し、住民がいつでも・
どこでも利用できる仕組みの定着
を図る。

市町村の導入障壁や職員・住民の
ITリテラシー差、サービス機能の
不十分さなど、実運用上の課題が
顕在化。

行政手続オンライン申請サービスを25市町村
へ展開。各自治体に対し導入・活用を支援す
る個別支援も実施。

県及び市町村の行政手続オンライン利
用率について、80.0%を目標とする。

県において調達した行政手続オンライン申請サー
ビスについて、市町村における活用を一層促進す
るため、個別相談対応などの支援を実施した。

令和７年度末時点で共同利用市町村数が県含む７
自治体となった。

３
（再掲）

県及び市町村の行政手続のオンラ
イン利用率

48.2% 61.0% 67.4% 73.7% 80.0% 47.3% 43.1% 32.2% 29.5%

27

Ⅱ 2 市町村支援・連携 (1) 各市町村の実情と地域の特性
に応じた支援等

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシ
ティ推進事業)

市町村の導入促進とサービス活用
を通じて、県全体のスマートシ
ティ実現を加速することを目指
す。

サービス機能や接続の充実、利用
者拡大への対応、及び自治体ごと
の地域課題への支援が必要。

45市町村でのデータ連携基盤活用と25市町村
での行政手続サービス利用、電子回覧板及び
ポイント管理アプリを新サービスとして構
築、健民アプリ、ふくしまファンクラブ等と
も接続。

スマートシティに取り組む市町村につ
いて、７団体（累計）を目標とする。

データ連携基盤に新サービスとしてポイント連携
サービスおよび電子回覧板サービスを開発・連携
し、また健民アプリと環境アプリの連携も開始す
るなど、サービスの充実を図った。

県データ連携基盤への参加市町村数は令和６年度
の27から32へと増加。県基盤への参加はしていな
いものの、独自の基盤を構築する形でスマートシ
ティに取り組んでいる市町村（石川町）を含め、
33市町村の取組となった。

22

スマートシティに取組む市町村数 1 2 4 5 7 1 7 29 33

28

Ⅱ 市町村支援・連携 (2) 市町村間での業務プロセスの
標準化、相互互換性のあるシ
ステムの導入等

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシ
ティ推進事業)

市町村の導入促進とサービス活用
を通じて、県全体のスマートシ
ティ実現を加速することを目指
す。

サービス機能や接続の充実、利用
者拡大への対応、及び自治体ごと
の地域課題への支援が必要。

45市町村でのデータ連携基盤活用と25市町村
での行政手続サービス利用、電子回覧板及び
ポイント管理アプリを新サービスとして構
築、健民アプリ、ふくしまファンクラブ等と
も接続。

スマートシティに取り組む市町村につ
いて、７団体（累計）を目標とする。

データ連携基盤に新サービスとしてポイント連携
サービスおよび電子回覧板サービスを開発・連携
し、また健民アプリと環境アプリの連携も開始す
るなど、サービスの充実を図った。

県データ連携基盤への参加市町村数は令和６年度
の27から32へと増加。県基盤への参加はしていな
いものの、独自の基盤を構築する形でスマートシ
ティに取り組んでいる市町村（石川町）を含め、
33市町村の取組となった。

22
（再掲）

スマートシティに取組む市町村数 1 2 4 5 7 1 7 29 33

29

Ⅱ 市町村支援・連携 (3) 地方振興局の所管区域等を踏
まえた生活圏単位でのデジタ
ル変革（ＤＸ）推進

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシ
ティ推進事業)

市町村の導入促進とサービス活用
を通じて、県全体のスマートシ
ティ実現を加速することを目指
す。

サービス機能や接続の充実、利用
者拡大への対応、及び自治体ごと
の地域課題への支援が必要。

45市町村でのデータ連携基盤活用と25市町村
での行政手続サービス利用、電子回覧板及び
ポイント管理アプリを新サービスとして構
築、健民アプリ、ふくしまファンクラブ等と
も接続。

スマートシティに取り組む市町村につ
いて、７団体（累計）を目標とする。

データ連携基盤に新サービスとしてポイント連携
サービスおよび電子回覧板サービスを開発・連携
し、また健民アプリと環境アプリの連携も開始す
るなど、サービスの充実を図った。

県データ連携基盤への参加市町村数は令和６年度
の27から32へと増加。県基盤への参加はしていな
いものの、独自の基盤を構築する形でスマートシ
ティに取り組んでいる市町村（石川町）を含め、
33市町村の取組となった。

22
（再掲）

スマートシティに取組む市町村数 1 2 4 5 7 1 7 29 33

30

Ⅱ 市町村支援・連携 (4) 福島発の行政のデジタル変革
（ＤＸ）モデルの構築

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシ
ティ推進事業)

市町村の導入促進とサービス活用
を通じて、県全体のスマートシ
ティ実現を加速することを目指
す。

サービス機能や接続の充実、利用
者拡大への対応、及び自治体ごと
の地域課題への支援が必要。

45市町村でのデータ連携基盤活用と25市町村
での行政手続サービス利用、電子回覧板及び
ポイント管理アプリを新サービスとして構
築、健民アプリ、ふくしまファンクラブ等と
も接続。

スマートシティに取り組む市町村につ
いて、７団体（累計）を目標とする。

データ連携基盤に新サービスとしてポイント連携
サービスおよび電子回覧板サービスを開発・連携
し、また健民アプリと環境アプリの連携も開始す
るなど、サービスの充実を図った。

県データ連携基盤への参加市町村数は令和６年度
の27から32へと増加。県基盤への参加はしていな
いものの、独自の基盤を構築する形でスマートシ
ティに取り組んでいる市町村（石川町）を含め、
33市町村の取組となった。

22
（再掲）

スマートシティに取組む市町村数 1 2 4 5 7 1 7 29 33
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２．目標を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 番号

1

Ⅰ 1 まず始めに実施すべき取
組

(1) 職員の意識改革と行動変容 総務部 職員研修課 職員研修事業（階層別研修事業） ＤＸを含む業務改善・生産性向上の考え方等に関する
理解を促進する。

ＤＸの推進 自治研修センターで実施される職層別研修に職員を派
遣する。

令和７年度においては、応用力アップ研修、実行力アップ研修、新任
係長研修、新任管理者研修、新任課長研修に９００名程度の職員を派
遣する。 －

（目標）

2

Ⅰ 1 まず始めに実施すべき取
組

(1) 職員の意識改革と行動変容 総務部 職員研修課 職員研修事業（全職員向け研修事業） デジタル変革の推進に向けたデジタル人材の育成 人口減少等の社会課題に伴う業務プロセスの見直し 職員のデジタルリテラシーの向上を図るための研修の
実施

職員の意識改革と行動変容を促進し、ＤＸを推進するため、全職員向
けの動画研修を通して、県庁全体のデジタル化の底上げを図る。

－
（目標）

3

Ⅰ 1 まず始めに実施すべき取
組

(1) 職員の意識改革と行動変容 総務部 職員研修課 職員研修事業（DX推進リーダー研修事業） デジタル変革の推進に向けたデジタル人材の育成 人口減少等の社会課題に伴う業務プロセスの見直し 職員のデジタルリテラシーの向上を図るための研修の
実施

各所属のＤＸの取組をより一層促進するため、ＤＸ推進リーダーの育
成に向けた演習型研修やｅラーニング研修等を実施する。

－
（目標）

4

Ⅰ 1 まず始めに実施すべき取
組

(1) 職員の意識改革と行動変容 総務部 人事課 人事・給与・行政組織等管理事業(働き方改革推進
事業)

働き方改革の推進 働き方改革推進の向けた職員の意識改革と行動変容 職員に対して「働き方TIME（発行物）」による事例周
知等を行う

モバイルＰＣ、無線ＬＡＮ等を導入することにより、在宅勤務、ペー
パーレス等に取り組む実践例を創出し、その内容を庁内に共有するこ
とで職員に意識改革と行動変容を促す。 －

（目標）

5

Ⅰ 1 まず始めに実施すべき取
組

(1) 職員の意識改革と行動変容 総務部 行政経営課 職員の意識改革と行動変容に向けた取組 県庁ＤＸの推進 住民サービスの複雑化や人口減少等に伴い、業務効率
化や生産性向上への取組が急務となっているが、従来
の仕事のやり方が見直されず、非効率な仕事のやり方
が継続されている場合がある。

全職員向けのＤＸの専用ポータルサイトや広報誌発行
などＤＸの先進事例の発信やＤＸ推進リーダーを中心
とした管理職向けの情報発信や研修等を行う。

ＤＸ関係取組の発信やＤＸ推進リーダーを中心とした管理職への情報
発信を行い、職員の意識改革につなげる。

－
（目標）

6

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(1) 行政手続のオンライン化 総務部 文書法務課 電子決裁の拡充
文書管理システム再構築事業

電子決裁の推進 文書管理業務に係る職員の負担軽減 文書管理システム上で電子決裁による業務の省力化・
効率化を図る。

文書管理システム対象の全所属への導入（電子決裁率）について、
30％を目指す。

－
（目標）

7

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(1) 行政手続のオンライン化 企画調整部 デジタル変革課 申請・届出オンライン化事業 市町村DXの推進 申請先が散在する県及び市町村のオンライン行政手続
のUI統合・一本化。

県及び市町村の行政手続きのオンライン化 現行システムを活用しつつ、後継システムへの円滑な移行を行う。

－
（目標）

8

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(1) 行政手続のオンライン化 土木部 建設産業室 建設業法施行管理事業(経営事項審査事業）
建設業許可及び指導事業（ＯＡシステム利用によ
る建設業許可審査事業)

建設業の申請方法に電子申請が行えるようにする 制度の認知度が高いとは言えない。 建設業許可・経営事項審査の電子申請システムの利用
に関する費用を計上する。

電子申請システムの利用率について、建設業許可関係を５％とする。

－
（目標）

9

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(2) キャッシュレス決済の導入 出納局 出納総務課 財務会計システム維持管理事業（公金収納方法多
様化対応経費）

公金納付の利便性向上 納入通知書のキャッシュレス決済等の取扱いの周知不
足

納入通知書のキャッシュレス決済等の利便性の周知を
図る

財務会計システムにより納入通知書を発行している使用料・手数料等
の一部を対象に導入する。

－
（目標）

10

Ⅰ 2 行政サービスの向上に向
けた取組

(4) 電子契約の導入 総務部 入札監理課 電子契約の導入 業務の効率化・コスト縮減 コスト削減
契約事務の迅速化

インターネット等の情報通信技術を利用して請負契約
の締結等を電子的に行う

令和7年度上半期に業者選定を行い、庁内及び業者説明会を実施す
る。
下半期から実証開始する。 －

（目標）

11

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(2) 庶務業務改革 総務部 職員業務課 庶務業務集中処理化推進事業(庶務システム運用事
業、集中処理機関運営事業）

庶務業務に係る集中処理化の推進 システムの安定運用の維持、ペーパーレスの推進 各種手当の届出や旅費の申請、服務の申請等といった
庶務業務の省力化・効率化を担うため、庶務システム
の運用を行う。
また、給与支給事務の省力化・効率化を担うため、給
与データ入出力システムの運用を行う。

庶務システム及び給与データ入出力システムの安定運用とペーパーレ
ス化に向けたシステムの改修を行う。

－
（目標）

12

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(4) 業務システムの連携・最適化 企画調整部 デジタル変革課 業務システムの実態把握 業務システムの最適化 業務システムの導入や運用管理における労力、コスト
の増大

庁内で導入している業務システムについて基本調査項
目へのアンケートを実施し、集計することにより各業
務システムの現状やコストを把握する。

情報システム基本調査を行い、業務システムの詳細を把握する。

－
（目標）

13

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

(7) ビジネス管理ツールの導入 企画調整部 デジタル変革課 デジタルコミュニケーション推進事業(チャットコ
ミュニケーション推進事業)

自治体専用チャットツールを導入し、実証事業として
情報共有の迅速化、業務の効率化の効果。

容易な連絡手段のリソース不足 希望部署において合計1,800ライセンスを配布し、情
報共有の迅速化、業務の効率化を図る。

自治体専用チャットツールを導入し、県８所属及び市町村と実証を行
う。

－
（目標）

14

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

計画 総務部 職員研修課 研修予約管理システム導入事業 自治研修センターの研修に係る受講指名等の事務の効
率化を図る

事務負担の軽減等 民間の研修予約管理サービス（レゼルバ）を活用し、
インターネット上に専用の研修予約サイトを作成した
上で、研修の予約管理を行う。

受講回変更等に係る事務負担の軽減を図るとともに、システムから自
動で配信されるリマインドメール機能を活用することで研修の無断欠
席を防止する。 －

（目標）

15

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

計画 議会事務局 総務課 議会ＩＣＴ導入経費 議会審議の充実や議会運営の効率化・活性化のため、
タブレット端末を活用したペーパーレス会議の導入を
進める。

タブレット端末、クラウド型ファイル管理システムの
導入及び議員等への端末操作のサポート等の環境整備
が必要。

本会議・常任委員会・特別委員会・その他会議等での
ペーパーレス化を図る。

令和７年２月定例会の本格導入が完了したことから、一層のタブレッ
ト端末の有効活用を進める。

－
（目標）

16

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

計画 警察本部 警務課 福島県警察ＤＸ推進事業（RPA・AI-OCR導入 検証事
業）

業務へのRPA及びAI-OCRの適用による業務の効率化 非効率的な業務手法 RPA等を適用した業務の継続適用のほか、委託業者に
よる支援により職員自身がRPA等を適用する。

県警察職員自身によりRPA・AI-OCRを20業務以上適用する。

－
（目標）

17

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

計画 警察本部 警務課 福島県警察ＤＸ推進事業（デジタル変革推進事
業）

内部管理業務の効率化・質的向上、業務継続性の確
保、デジタル技術導入知見の獲得及び人材の有効活用

非効率・アナログな業務運営 内部管理業務（勤務管理、出張等）のシステム化 令和８年度中の完成に向けて、詳細設計、開発、単体テスト、総合テ
スト及び移行計画及び運用保守計画の作成を行う。

－
（目標）

18

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

計画 警察本部 警務課 福島県警察ＤＸ推進事業（音声入力支援ソフト導
入事業）

議事録や報告書の作成に係る業務の効率化 対話の記録化に要する各種負担 音声入力支援ソフトを継続運用する。 文字起こしを行う音声データ（議事録を作成する会議等の時間数に相
当）について、200時間を目標とする。

－
（目標）

19

Ⅰ 3 公務能率の向上に向けた
取組

計画 警察本部 警務課 福島県警察ＤＸ推進事業（タスクマネジメント支
援システム導入事業）

契約手続に係るタスク管理・内部統制の強化、業務の
効率化

タスクの共有と可視化 タスクマネジメントアプリケーションを試行導入し、
効果的活用方法等を検証する。

タスクマネジメントアプリケーションを導入検証し、運用上の課題等
を抽出する。

－
（目標）

20

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

(2) 庁内ネットワークの無線化 企画調整部 デジタル変革課 情報通信基盤運営事業(無線ＬＡＮ整備) 庁内に無線ＬＡＮアクセスポイントを試行導入し、グ
ループウェア等に無線で接続できるようにする。

無線LAN未導入所属においてペーパレス化が進んでい
ない

本庁舎前所属において、無線APを配備する 会議室を中心に無線ＬＡＮを導入することにより、ペーパレス化等に
よる業務効率化を図る。

－
（目標）

21

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

(3) 職員用パソコンのモバイル化 企画調整部 デジタル変革課 情報通信基盤運営事業(windows11パソコン更新） 公務の効率化 紙中心の業務を見直し、ペーパレス化の推進。Win10
サポート切れの対応。

令和６年度に更新対象外だった職員のパソコンの更新 更新対象となる職員パソコンについて、無線ＬＡＮに対応したパソコ
ンに更新する。

－
（目標）

22

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

(4) ファイルサーバーのクラウド
化

企画調整部 デジタル変革課 情報通信基盤運営事業（ファイルサーバー統合） ペーパーレス化の推進やテレワーク環境からのアクセ
ス等の実現を図るため、ファイルサーバーのクラウド
化を実施する。

現行のNASからファイルサーバへの移行、職員の意識
改革
【事業対象・内容】

R6年度実装した、企画調整部、総務部以外の本庁舎各
課室においてクラウドサーバを導入する。

現在各所属で設置しているサーバーの現状を把握し、ファイルサー
バーのクラウド化に向けた実証試験を行う。

－
（目標）

23

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

(5) オフィス改革 総務部 人事課 人事・給与・行政組織等管理事業(働き方改革推進
事業)

働き方改革の推進 働き方改革推進の向けた職員の意識改革と行動変容 職員に対して「働き方TIME（発行物）」による事例周
知等を行う

モバイルＰＣ、無線ＬＡＮ等を導入することにより、在宅勤務、ペー
パーレス等に取り組む実践例を創出し、その内容を庁内に共有するこ
とで職員に意識改革と行動変容を促す。 －

（目標）

24

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

(7) 地方公共団体情報システムの
標準化

企画調整部 デジタル変革課 地方公共団体情報システムの標準化 情報システムがより効率的に、共通の基準に沿って運
用する仕組みを目指す

移行に係る経費や移行後のランニングコストがこれま
でよりも割高になっている。

市町村からの疑義対応や国への要望を行う。 システムの移行やガバメントクラウドへの接続等を令和７（2025）年
度までに移行完了に向け、各作業項目を計画的に実行する。

－
（目標）

本庁各課室へクラウドファイルサーバーのアカウントを配付。 物理的な共有ファイルサーバーからクラウドファイルサーバーへのデータ移行を促進した

「働き方TIME（発行物）」による事例掲載を行った。 左記の発行物による周知により、職員に意識改革と行動変容を促した。

国からの調査ものの展開や市町村の疑義対応、とりまとめ等の
対応を行った。

令和８年２月末時点で県内の標準化進捗率が84.4％となった。

各担当者のタスクをリアルタイムで可視化するソフトウェアを
契約担当部署で継続運用し、内部統制の強化、業務の効率化の
効果検証を行う。

契約担当部署において、タスクの可視化を共有することで、契約状況や工事の進捗状況等をリアルタイムで確認できるようにな
り、効率的なスケジュールの立案や変更、遅延等の発生予測が可能となった。

庁内用ネットワークに接続できる無線LANを整備する 県庁舎179箇所に無線アクセスポイントを設置し、安定した運用をスタートしている

令和６年度更新対象外だった職員のパソコンをWindows11パソ
コンに更新した。

予定数全台更新を行えた。

委託業者の支援を受け、職員自身による業務へのRPA等の適用
をしたほか、RPA等の運用管理基準を作成した。

RPA等の普及推進体制を構築し、委託業者の支援を受けながら、県警察職員自身により15業務にRPA･AI-OCRを適用したほか、職員
自身が自所属においてデモンストレーション等を行い、さらなる普及推進活動を実施した。

令和８年度中の本格運用へ向けて、内部管理業務を取り扱うシ
ステムの開発を継続し、関連システムの連携・周辺機器を整備
した。

令和８年度中の本格運用に向けて詳細設計、開発、単体テスト、総合テスト、移行計画及び運用保守計画の作成を行った。

AI音声認識性能を持つ文字起こしソフトウェアを継続運用し、
業務の効率化を図る。

約450時間の音声データに文字起こしソフトウェアを活用し、議事録・報告書等の作成時間削減効果を確保した。

容易な連絡手段のアプリケーションの提供として、私用のス
マートフォンでもセキュアに閲覧できるLogoチャットを導入。

1,800アカウントを50所属へ導入した。

システムを活用し、研修の予約管理を行った。
※R7予約管理件数：1,618件

システムの活用により研修受講指名等に係る事務負担の軽減を図った。

令和７年２月定例会において、ペーパーレス化が本格導入され
たことから、議会審議の更なる充実等を図るため、現行運用に
関するアンケート調査を全議員に実施した。

アンケート調査の結果から、タブレット端末の有効活用に向け、議員の習熟度を高めることや、アプリ等の操作性の改善点等を把
握することができた。

・庁内ワーキング（全体会）実施
・職員向け及び事業者向け説明会実施
・R7.10～　電子契約導入開始

令和７年度の取組については、目標としていたスケジュールより早期に電子契約の全庁導入を開始することができ、目標以上の成
果を達成した。
令和８年度以降については、業務移管となった出納局（出納総務課）において適切に運用を行っていく。

・制度改正に対応するため、庶務システム及び給与データ入出
力システムのシステム改修を行う。
・庶務システムの安定運用を維持するため、システム更新作業
を行う。
・給与データ入出力システム利用事務における出力帳票の電子
化を進める。

・システム改修により制度改正等に対応した適切な申請・認定手続きを可能とし、システムの安定運用の維持を図った。また、令
和８年度にまたがる改修については予定の工程までを完了した。
・令和９年７月のシステム切替を目指し、庶務システム更新作業に着手した。
・給与データ入出力システムの出力帳票について、新たに７帳票の電子配信を開始し、事務の省力化に繋がった。

庁内で導入している業務システムについて基本調査項目へのア
ンケートを実施し、集計することにより各業務システムの現状
やコストを把握した。

情報システム基本調査を行い、業務システムの詳細を把握した。

県において調達した行政手続オンライン申請サービスについ
て、市町村における活用を一層促進するため、個別相談対応な
どの支援を実施した。

県において調達した行政手続オンライン申請サービスについて、市町村における活用を一層促進するため、個別相談対応などの支
援を実施した。

県ＨＰでの利用案内、建設業者へ許可更新をお知らせするハガ
キへの記載、書面申請した事業者へ許可証を送付する際に案内
の封入、県主催の業者向け講習会におけるチラシ配布など、周
知を行っている。

令和5年1月から電子申請が開始し、R4：1%、R5：2%、R6：2.5%、R7：4%と利用率は増加している。
今後も広報を積極的に行い、利用率の向上を目指す。

・新聞等によるキャッシュレス決済利用の広報を実施。
・財務会計システムの仕様変更によるバーコード付き納入通知
書発行の促進。

納入通知書の利用満足度調査（R7.12.15～R8.2.9）において、バーコードが印刷された納入通知書を受け取った納入義務者の約
72％が「便利だと思う」「まあまあ便利だと思う」と回答し、県民の利便性の向上に寄与した。

「働き方TIME（発行物）」による事例掲載（計３回） 左記の発行物による周知により、職員に意識改革と行動変容を促した。

ＤＸ推進の取組について、ＤＸ推進リーダーを中心とした管理
職に対して外部講師やDX推進専門官による研修を実施したほ
か、働き方改革TIMEによるDX関連情報の発信を行った。

DX推進リーダー等への意識改革や情報発信の取組により、ペーパーレス化の取組強化、庁内グループウェア（スケジュール機能の
活用・チャットツールなど）の活用促進、電子決裁率の向上などにつながり、意識改革と業務効率化が図られた。

電子決裁のわかりやすい操作に資するため、従来の操作マニュ
アルに加えて簡易版のマニュアルを作成し、全職員に周知し
た。(①KPI番号9と重複)

電子決裁率が前年度から上昇した。(①KPI番号9と重複)

自治研修センターで実施された応用力アップ研修、実行力アッ
プ研修、新任係長研修、新任管理者研修、新任課長研修に７８
１名の職員を派遣した。

DXを含む業務改善・生産性向上の考え方等に関する理解を促進した。

全職員を対象に、職員の意識改革と行動変更の促進につながる
動画研修を実施した。

全職員向けの動画研修を通して職員の意識改革と行動変更を促した。

DX推進リーダーを対象に外部講師による研修やe-ラーニング研
修等を実施した。

外部講師による研修やe-ラーニング研修等の実施を通してＤＸ推進リーダーの育成を図った。

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧
令和７年度の取組（実施）内容

令和７年度の取組における成果

分野 項目 担当
取組（事業）成果
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２．目標を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 番号

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧
令和７年度の取組（実施）内容

令和７年度の取組における成果

分野 項目 担当
取組（事業）成果

25

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

計画 警察本部 情報管理課 福島県警察ＤＸ推進事業（警察情報モバイルネッ
ト環境整備事業）

デジタルワークスタイルの実現 警察情報通信ネットワーク環境が未整備の場所におけ
る業務実施

引き続きモバイルネットワーク回線を運用する。 -

－
（目標）

26

Ⅰ 4 1～3の取組を支える基盤
整備

計画 警察本部 情報管理課 警察情報管理システム共通基盤整備事業（警察共
通基盤移行関連事業）

システムの標準化による業務の効率化 都道府県警察ごとに最適化されたシステムの標準化、
データ連係、開発・維持コストの削減

警察版ガバメントクラウドとも呼ばれる警察共通基盤
への国際海空港手配業務及び組織犯罪対策業務の移行

令和７年度における関係業務の移行、移行に向けた準備等を実施する
とともに、移行した業務の効果的な運用を図る。

－
（目標）

27

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (1) 職員の意識改革 総務部
企画調整部

市町村行政課
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業(市町村ＤＸ推進
トップセミナー事業)

市町村におけるＤＸの基礎的な共通理解の形成や実践
意識の醸成

「ＤＸ」＝「デジタル化」という認識が未だ根強く
残っており、ＤＸ推進に必要な「X（トランスフォー
メーション）」の部分に目を向けきれていない状況

市町村におけるデジタル変革に向けた機運の醸成、認
識の共有を図るため、市町村長等を対象に研修会・勉
強会を開催する。

市町村におけるデジタル変革に向けた機運の醸成、認識の共有を図る
ため、市町村長等を対象としたトップマネジメントセミナーを１回、
市町村職員を対象としたＤＸの基礎セミナーを３回、合計４回開催す
る。

－
（目標）

28

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (2) デジタル人材の確保・育成 企画調整部 デジタル変革課 会津大発ＤＸ人材活用実証事業 市町村DXの推進、DX人材(企業)の育成 市町村DX推進のための人的リソース不足 市町村と大学発ベンチャー企業とをマッチングし、行
政サービスの高度化・効率化、地域課題の解決等を図
る実証事業を行い、県内市町村に検証結果等を情報提
供する。

市町村と会津大ベンチャーをマッチングし、２件市町村の課題解決を
図る。

－
（目標）

29

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (2) デジタル人材の確保・育成 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業(ＩＣＴアドバイ
ザー市町村派遣事業)

市町村DXの推進 市町村DX推進のための人的・財政的リソース不足 ICT利活用推進協議会を活用し、市町村に県内IT企業
が提供するICTアドバイザーを派遣しDX推進の課題解
決を図る

ＩＣＴアドバイザーの派遣市町村数について、45団体を目標とする。

－
（目標）

30

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (5) フロントヤード改革の推進 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業(ＩＣＴアドバイ
ザー市町村派遣事業)

市町村DXの推進 市町村DX推進のための人的・財政的リソース不足 ICT利活用推進協議会を活用し、市町村に県内IT企業
が提供するICTアドバイザーを派遣しDX推進の課題解
決を図る

ＩＣＴアドバイザーの派遣市町村数について、45団体を目標とする。

－
（目標）

31

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (5) フロントヤード改革の推進 企画調整部 デジタル変革課 申請・届出オンライン化事業 市町村DXの推進 申請先が散在する県及び市町村のオンライン行政手続
のUI統合・一本化。

新しい行政手続オンライン申請サービスに移行し令和
５年度から運用している。

現行システムを活用しつつ、後継システムへの円滑な移行を促進す
る。

－
（目標）

32

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (7) テレワークの推進 企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業(ＩＣＴアドバイ
ザー市町村派遣事業)

市町村DXの推進 市町村DX推進のための人的・財政的リソース不足 ICT利活用推進協議会を活用し、市町村に県内IT企業
が提供するICTアドバイザーを派遣しDX推進の課題解
決を図る

ＩＣＴアドバイザーの派遣市町村数について、45団体を目標とする。

－
（目標）

33

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (8) セキュリティ対策の徹底 企画調整部 デジタル変革課 自治体情報セキュリティクラウド運用事業 県及び市町村における高度なセキュリティ監視の実
施。

不正アクセス等の防止及び職員のセキュリティ意識の
向上。

県及び市町村が共同してインターネットの接続口を集
約し、監視及びログ分析・解析をはじめ高度なセキュ
リティ対策を実施する「福島県自治体情報セキュリ
ティクラウド」を安定的に運用する。

県内59市町村及び要望のあった1一部事務組合に対し、自治体情報セ
キュリティクラウドのサービスを提供する。

－
（目標）

34

Ⅱ 1 市町村支援・連携 (9) ＢＰＲの取組の徹底（書面規
制、押印、対面規制の見直
し）

総務部 市町村行政課 ＢＰＲに向けた支援 ＢＰＲの取組に関する市町村の状況把握と情報提供 ＢＰＲの取組に関する市町村の意識醸成 県庁での見直し方法の情報提供等による支援を行う。 県庁での見直し方法の情報提供等による支援を行う。

－
（目標）

ＢＰＲ支援については、総務省が実施する調査で各市町村の行
政情報化推進状況等を把握した上で、市町村へ情報提供を行っ
た。

情報提供を通じて、市町村における共通理解の形成やＢＰＲの取組に関する意識の醸成を行った。

県において調達した行政手続オンライン申請サービスについ
て、市町村における活用を一層促進するため、個別相談対応な

 どの支援を実施した。

県において調達した行政手続オンライン申請サービスについて、市町村における活用を一層促進するため、個別相談対応などの支
援を実施した。

52種の支援メニューを市町村に展開し、市町村へ支援を実施し
た。

４１団体を対象に、延べ４５のＩＣＴアドバイザーによる支援を実施した。うち、テレワークの推進に資するものとして３支援を
実施した。

県内市町村担当職員を対象に、セキュリティやネットワークモ
デルに関する研修会を５月及び２月に実施した。
また、県及び県内市町村を対象に標的型攻撃メール訓練を８月
に実施した。

不正アクセスやマルウェア感染など、重大なセキュリティインシデントは発生していない。
５月の研修においては41団体、２月の研修においては28団体が参加した。
また、標的型攻撃メール訓練におけるリンククリック率については年々減少しており、職員のセキュリティ意識の向上について一
定の効果が見られた。

市町村課題について、会津大学へマッチングを依頼したもの
の、会津大ベンチャーとのマッチングが図られなかった。

市町村課題の内容について複雑で難易度も高いことや予算規模面からもマッチングが成立しなかったと思われることから、令和８
年度については、募集する課題の難易度を下げ、会津大学の学生が課題を解決するような事業とした。

52種の支援メニューを市町村に展開し、市町村へ支援を実施し
た。

４１団体を対象に、延べ４５のＩＣＴアドバイザーによる支援を実施した。うち、デジタル人材の確保・育成に資するものとして
２支援を実施した。

52種の支援メニューを市町村に展開し、市町村へ支援を実施し
た。

４１団体を対象に、延べ４５のＩＣＴアドバイザーによる支援を実施した。うち、フロントヤード改革の推進に資するものとして
４支援を実施した。

　モバイルネットワーク回線を利用した端末により、在宅勤務
を始めとして、令和７年度中は延べ2,202日の利用があり、前

年度より825 日増加した。

昨年度より活用される業務種別と利用日数が増加し、他県警察と連携した捜査用務、重要インフラ施設内の防護等における報告連
絡、県民参加の屋外イベントにおける集計処理等において運用効果が認められた。

　令和７年度において計画されていた「国際海空港手配業
務」、「組織犯罪対策業務」の警察共通基盤への移行に際し
て、関係所属間の情報共有や技術的な支援を行うことで円滑に
移行が完了した。

対象システムの警察共通基盤への移行完了により、システム専用端末の廃止、情報システムに関する管理の効率化と情報セキュリ
ティの水準強化を図った。

市町村長等を対象とした自治体ＤＸ推進トップマネジメントセ
ミナーを、8月26日(火)に開催し、のべ152名が参加した。
また、市町村の一般職員を対象とした自治体ＤＸ基礎セミナー
を、8月29日(金)に開催し、のべ53名が参加した。

自治体ＤＸ推進トップマネジメントセミナーではＤＸ推進のために自治体リーダーとして大切な心構えや実践的なステップ、自治
体ＤＸ基礎セミナーでは人口減少や担い手不足等の地域課題の解決に向けた生成ＡＩの活用などを議題として開催し、市町村にお
けるＤＸの基礎的な共通理解の形成や実践意識の醸成を行った。
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【地域のＤＸ】ＤＸに係る事業・取組状況について　令和７年度実績

１．数値指標（ＫＰＩ）を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 実施内容 実施成果 番号 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

1

Ⅲ 1 震災からの復興・再生 (1) 避難地域12市町村に係るデジ
タル情報発信の推進

企画調整部 避難地域復興局
避難地域復興課

避難地域への移住促進事業（避難地
域への移住促進事業）

デジタルメディアを活用した効果的・
効率的な情報発信による移住促進

避難地域12市町村への移住者数は、R5
年度に839人、R6年度に822人とほぼ横
ばいとなっており、働き方やライフス
タイルの変化により移住希望者のニー
ズが全国的に多様化している中、より
効果的・効率的に情報発信していく必
要がある。

全国の移住希望者に対して避難12市町村の
情報発信、交流人口拡大や関係人口の創
出、市町村における移住体験、受入体制の
構築など、移住推進の各フェーズにおいて
デジタルメディアを活用する。

【指標（KPI）】
ふくしま１２市町村移住ポータルサイ
ト（未来ワークふくしま）のページ
ビュー（ＰＶ）数を280万ＰＶまで伸
ばす。

ふくしま12市町村移住ポータルサイト（未来ワー
クふくしま）を中心とした、避難地域12市町村に
おけるイベント情報の発信、先輩移住者へのイン
タビュー記事の作成等を行い、移住希望者への情
報発信を行った。

・R7のPV数：約203万
・PV数は前年度と比較して減少したものの200万を
超え、移住希望者への情報発信について、一定の
成果が得られた。 1

ふくしま１２市町村移住ポータル
サイト（未来ワークふくしま）の
ページビュー数

100万 110万 250万 275万 280万 232.36万 202万 227万 203万

2

Ⅲ 1 震災からの復興・再生 (2) 浜通り地域等15市町村におけ
るイノベーション創出支援

商工労働部 産業振興課 イノベーション創出プラットフォー
ム事業

福島イノベーション・コースト構想推
進のため、浜通り15市町村等で事業化
を目指す事業者を呼び込み、定着させ
る。

福島イノベーション・コースト構想推
進のためには、革新的なビジネスアイ
デアを持つ事業者を呼び込み、定着さ
せることが必要であるが、そのための
支援が手薄の状況にある。

対象：浜通り15市町村等で事業化を目指す
事業者
内容：専門家による伴走支援や、実証等に
係る経費の補助等を行い、事業化を支援す
る。

【指標（KPI）】
浜通り地域等におけるプロジェクトの
支援により、31件（累計）を事業化す
る。

37社（者）の事業者を採択し、専門家による伴走
支援や、実証等に係る経費の補助等を行った。

新たに37社（者）の浜通り15市町村等への進出を
支援した。
事業化に至るまで、フォローアップを継続する。

2

浜通り地域等での起業による事業
化件数（累計）

3 10 19 31 43 2 16 19 21
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Ⅲ 1 震災からの復興・再生 (3) 福島イノベーション・コース
ト構想に基づく農業先端技術
の展開

農林水産部 農業振興課 福島イノベ構想に基づく農業先端技
術展開事業

被災地域農林業の復興・創生の加速化 担い手及び労働力不足の解消、大規模
な農業経営の実現

先端技術の実証研究、最先端の作業ロボッ
トや管理システムを組み合わせた技術確立

【指標（KPI）】
令和７年度に研究成果（普及に移しう
る成果数）を５件発表することを目標
に研究に取り組む。

共同研究機関との連携のもと、被災地域の農林水
産業の復興とＩＣＴやロボット技術等の先端技術
を活用し、大規模水田輪作、園芸作物等の大規模
農業経営の実証研究、ブドウのスマート農業、ブ
ドウ栽培のスマート化技術等を実施。

令和7年度に得られた成果３件を普及に移しうる成
果として取りまとめて公表した。
（公表した普及に移しうる成果数、R4:0件、R5:2
件、R6:1件、R7:3件） 3

農業先端技術の研究成果発表件数
（普及に移しうる成果数）

0 - - - 5 - 2 3 6
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Ⅲ 1 震災からの復興・再生 計画 東日本大震災及び原子力災害
の風化の防止と未来への継承

企画調整部 文化スポーツ局
生涯学習課

東日本大震災・原子力災害伝承館管
理運営事業（被災地域の復興のあゆ
み・魅力発信事業業）

伝承館をはじめとした震災伝承施設の
来館者数の増化

福島県内の多様な教訓を伝える震災伝
承施設が広く知られていない。

WEBコンテンツの魅力を高めるとともに、
WEBページへの誘導（ショート動画による
広告、紙媒体からの誘導、実イベントから
の誘因）によりアクセス数を高めること
で、伝承館等の震災伝承施設の来館者増を
図る。

【指標（KPI）】
令和７年度の東日本大震災・原子力災
害伝承館の年間来館者数について、９
万６千人を目指す。

WEBサイト「3.11伝承ふくしま」での情報発信
（SNS含む）の他、県内の震災伝承施設をめぐるデ
ジタルスタンプラリーを実施。

東日本大震災・原子力災害伝承館の年間来館者数
について、目標数には到達しなかったものの、前
年対比で約107％、開館以来2番目の多さとなっ
た。 4

東日本大震災・原子力災害伝承館
の来館者数

43,750 50,000 57,000 63,000 97,000 80,119 93,759 86,551 92,601
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Ⅲ 2 地方創生・関係人口の創
出

(1) テレワークによる関係人口・
交流人口の拡大

企画調整部 ふくしまぐらし
推進課

「転職なきふくしまぐらし。」推進
事業

関係人口の拡大、移住・定住人口の促
進

地方の人口・人材不足 テレワークや地域交流型ワーケーションの
体験機会の提供、移住の実現支援までの事
業展開により関係人口の創出・移住促進を
図る。

【指標（KPI）】
本県でのテレワーク体験者数につい
て、195人を目標とする。

テレワークや地域交流型ワーケーションの体験機
会の提供、移住の実現支援までの事業展開により
関係人口の創出・移住促進を図った。

テレワークや地域交流型ワーケーションの体験機
会の提供により265名が参加し、関係人口が創出さ
れた。

5

本県でのテレワーク体験者数 130 180 195 195 195 196 332 335 265
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Ⅲ 2 地方創生・関係人口の創
出

(2) リモートワーク等を活用した
副業人材による地域課題の解
決

企画調整部 ふくしまぐらし
推進課

パラレルキャリア人材共創促進事業 関係人口の拡大、移住・定住人口の促
進

地方の人口・人材不足 都市部において自らのスキル等を地方での
課題解決にいかしたいと考える情熱を持っ
た人材と県内事業者をマッチングし、リ
モートワーク等を活用した副業プロジェク
トによる関係づくりを促進していく。

【指標（KPI）】
課題解決プロジェクトへの参加者数に
ついて、159人を目標とする。

都市部において自らのスキル等を地方での課題解
決にいかしたいと考える情熱を持った人材と県内
事業者をマッチングし、リモートワーク等を活用
した副業プロジェクトによる関係づくりを促進し
た。

リモートワーク等を活用した副業・プロボノ等の
プロジェクトに188名が参加し、関係人口が創出さ
れた。

6

課題解決プロジェクトへの参加者
数

121 130 149 154 159 144 171 165 188
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Ⅲ 2 地方創生・関係人口の創
出

(4) 戦略的なデジタル広報の推進 総務部 広報課 デジタルプロモーション強化事業 県全体の情報発信力を強化するととも
に、福島県の現状や魅力、復興に向け
た取組への理解促進を図り、風評の払
拭および風化の防止につなげる。

庁内各部局が発信する動画コンテンツ
について、十分な認知拡大や視聴につ
ながっておらず、県内外へ効果的に情
報を届けるための戦略的なプロモー
ションが求められている。

庁内各部局の動画をより多くの人に届ける
ため、デジタル広告によるプロモーション
を実施する。

【指標（KPI）】
庁内各部局の動画のプロモーションを
実施し、結果の分析・効果検証を行
う。

庁内各部局が制作した７本の動画について、
YouTubeやSNS等のデジタル広告を活用したプロ
モーションを実施した。

対象動画７本すべてで10万回以上の再生を達成
し、福島県の現状や魅力、復興に向けた取組に関
する情報を県内外へ幅広く発信することができ
た。
また、広告配信結果や視聴データの分析・効果検
証を行い、ターゲット層への訴求状況や視聴傾向
を把握し、今後の情報発信の改善につなげた。

7

庁内のデジタル広報実施した動画
数

7 7 - - 7 7
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Ⅲ 2 地方創生・関係人口の創
出

(4) 戦略的なデジタル広報の推進 商工労働部 観光交流局
県産品振興戦略
課

県産品デジタルプロモーション事業 日本酒の市場は長期的に縮小傾向にあ
り、新たな客層への訴求が課題。ま
た、蔵元それぞれが情報発信をしては
いるが、情報がバラバラで情報収集し
づらい現状がある。

Webサイト、Instagramを活用した様々
なデジタルプロモーションを実施し、
切れ目のない情報発信やさらなるファ
ン獲得のためのキャンペーンを展開す
る。

Webサイト、Instagramを活用した様々なデ
ジタルプロモーションを実施し、切れ目の
ない情報発信やさらなるファン獲得のため
のキャンペーンを展開する。

【指標（KPI）】
国内／欧米向けＩｎｓｔａｇｒａｍで
の獲得総フォロワー数（件）につい
て、5,300件を目標とする。

・WEBサイトおよびInstagramにおいて、「ふくし
まの酒」に関する情報発信を実施。日本酒だけで
なく、ワインやビール等を紹介するコンテンツも
制作。
・Instagramにおいては、新たなフォロワーを獲得
するため、フォロワー限定キャンペーンを年3回実
施。
・海外向けにも対応するため、WEBサイトの多言語
化も実施。

〇Instagram投稿
フィード：85、ストーリーズ：231
フォロワー数：22,944（前年度＋5,687）
〇WEBサイト
アクセス数（表示回数）：624,304
エンゲージメント率：37.27%
直帰率：62.72％

8

国内／欧米向けInstagramでの獲
得総フォロワー数（件）

4,100 4,500 5,000 5,300 8,568 5,034 8,146 5,687
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Ⅲ 2 地方創生・関係人口の創
出

(6) データ連携基盤の整備及び新
たなサービスの創出

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまスマートシティ推
進事業、ふくしま情報発信高度化事
業)

「ふくしまポータル」のダウンロード
数を最大化させる

「ふくしまポータル」の普及が芳しく
ない

「ふくしまポータル」のダウンロード促進
に向け、広報やイベント等を行う

【指標（KPI）】
コミュニケーションポータルアプリの
ダウンロード数について、200,000ダ
ウンロードを目標とする。

・テレビやラジオへの出演による広報活動
・テレビ、ラジオ、Web広告での広報活動
・県の広報誌等にイベントの内容を記載
・街中や県立高校へのチラシ配り
・駅等へのポスター掲載
など「ふくしまポータル」のダウンロード数を最
大化する取組を行った。

約1万3千件のダウンロード数の増加がみられ、一
定数普及の効果が見られた。

9

コミュニケーションポータルアプ
リのダウンロード数

- 17,000 200,000 250,000 - 3,596 15,788 29,018
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 教育総務課 新時代の学校におけるＩＣＴ環境研
究開発事業(県立学校ＩＣＴ活用教
育支援事業)

県立学校におけるICT環境を整備し、児
童生徒の情報活用能力育成に取り組
む。

大幅に増加する機器の管理や機器の活
用方法を学ぶための時間及びマンパ
ワーの不足。

ＩＣＴ機器活用方法の提案や機器管理を支
援するため、ＩＣＴ支援員を県立学校に配
置する。

【指標（KPI）】
ＩＣＴ支援員が県立学校を訪問する割
合について、100%を目標とする。

ICT支援員の運営企業と連携をとりながら、運用に
あたった。

各校のICTに関する問題を解決するために、適切な
支援を行うことができた。

10

ＩＣＴ支援員による県立学校訪問
割合（訪問した学校数／全学校
数）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

総務部 私学・法人課 私立高等学校における１人１台端末
整備支援事業

新学習指導要領に、令和４年度入学の
高校生から、学習基盤となる資質・能
力のの一つとして、情報活用能力が位
置付けられていることから、1人1台端
末の整備を支援

私立高等学校の低所得世帯の保護者の
経済的負担の軽減

子どもたち１人１人に個別最適化され、創
造性を育む教育ＩＣＴ環境を実現するた
め、私立高校入学時に各家庭負担で端末を
購入する際、学校が一定の所得までの世帯
に対し世帯所得額に応じた負担をした場
合、学校設置者に対して補助を行う。

【指標（KPI）】
１人１台端末の整備に向けた私立高等
学校への補助について、17校への補助
を目標とする。

１人１台端末の整備に向けた13校の私立高等学校
への補助を実施

私立高等学校の低所得世帯の保護者の経済的負担
の軽減

11

一人一台端末の整備に向けた私立
高等学校への補助実績（件）

0 15 17 17 17 8 10 12 13
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 義務教育課 一人一人を伸ばすふくしま学力向上
推進事業

一人一人の学力の伸びや非認知能力等
を調べ、教育及び教育施策の成果と課
題を検証し、改善を図る。

調査のCBT化に伴うデジタル学習基盤の
構築と児童生徒の情報活用能力の向上

県内全公立小・中・義務教育学校、特別支
援学校（小・中学部）・学力等調査の実施

【指標（KPI）】
ふくしま学力調査の結果の経年比較に
より、学力が伸びた児童生徒の割合に
ついて、100%を目標とする。

・各学校に県学力調査の結果分析ツールを提供す
るとともに、オンライン研修を行い、結果分析の
効果的な活用推進に向けた取組を実施した。
・県学力調査のCBT化の準備として、私立学校及び
大学附属学校を除く県内の小・中・義務教育学校
を対象に文部科学省CBTシステム（MEXCBT）を使用
した「学校のCBT化対応試行調査」を実施した。

・各学校においては県学力調査の結果データの利
活用への関心の高まりが見られ、調査で得られた
学力の伸びや非認知能力等をいかした授業改善の
取組につなげている学校が増えている。
・児童生徒が一人一台端末を使用したCBT方式での
学力調査に慣れるとともに、教員も問題配信や実
施後の処理等のCBT方式での調査実施に慣れること
ができた。

12

ふくしま学力調査の結果の経年比
較により、学力が伸びた児童生徒
の割合 小学校国語

83.5%
小学校算数
73.5%
中学校国語
76.3%
中学校数学
70.8%

小学校国語
100%

小学校算数
100%

中学校国語
100%

中学校数学
100%

小学校国語
100%

小学校算数
100%

中学校国語
100%

中学校数学
100%

小学校国語
100%

小学校算数
100%

中学校国語
100%

中学校数学
100%

小学校国語
100%

小学校算数
100%

中学校国語
100%

中学校数学
100%

－

小学校国語
81.3%

小学校算数
63.9%

中学校国語
64.9%

中学校数学
53.9%

小学校国語
61.6%

小学校算数
67.5%

中学校国語
61.3%

中学校数学
71.1%

小学校国語
56.4%

小学校算数
72.3%

中学校国語
48.6%

中学校数学
71.7%

実績値

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧

令和７年度の取組（実施）内容と成果 ＫＰＩ（重要業績評価指標）

分野 項目 担当
指標名 基準値

目標値

5／10



１．数値指標（ＫＰＩ）を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 実施内容 実施成果 番号 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧

令和７年度の取組（実施）内容と成果 ＫＰＩ（重要業績評価指標）

分野 項目 担当
指標名 基準値

目標値
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 高校教育課 学びの変革のための１人１台端末実
現事業(タブレット端末等購入支援
事業)

タブレット端末等の購入を支援するこ
とで、個人所有端末により１人１台端
末を実現する。これまでの学校教育と
ＩＣＴのベストミックスを図り、「学
びの変革」を推進する。

未購入者に対する対応 県立高等学校入学予定生徒及び保護者 【指標（KPI）】
入学予定生徒及び保護者に対する周知
活動の実施率について、100%を目標と
する。

すべての県立高等学校を通じて、県立高校入学予
定生徒及び帆御者に対して、タブレット端末等購
入支援補助金の周知を行うことができた。

補助金対象へ計3,788件の補助金の支払いを行うこ
とができた。その結果、99.4％の入学生がタブ
レット端末を準備することができた。（準備でき
ていない59人（0.6％）については、各校の貸出用
端末で対応）

13

タブレット端末等の購入支援事業
の周知活動の実施率
（※周知活用を実施した県立高校
数／全県立高校数）

- 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

14

Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 教育総務課 新時代の学校における学びのＤＸ推
進事業（うつくしま教育ネットワー
ク事業）

ICT環境の効率化・利便性の向上及び教
育・学習データの利活用を図る。

安定したシステムの運用及び安全安心
な情報教育通信環境を整備する。

電子メールやグループウェア等の安定的な
システムを提供する。

【指標（KPI）】
「ふくしま教育総合ネットワーク」の
インターネット回線稼働率について、
99%以上を目標とする。

システム運用企業と連携をとりながら、運用にあ
たった。

電子メールの利用やグループウェア等について大
きな障害もなく、円滑な運用を行うことができ
た。

14

「ふくしま教育総合ネットワー
ク」のインターネット回線稼働率

99％以上 99％以上 99％以上 99％以上 99％以上 100% 99％以上 99％以上 99％以上
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 教育総務課
職員課
高校教育課

新時代の学校における学びのＤＸ推
進事業（学びのＤＸを支える学習
データ蓄積事業）

日々の小テスト、定期考査等の単元情
報や試験結果等について、教育データ
プラットフォームへの蓄積を図る。

システムの積極活用 県立中学校、県立高等学校 【指標（KPI）】
県立中・高への採点システム導入率に
ついて、100%を目標とする。

システムは既に整備済み 採点システムの活用により77％の業務時間削減効
果があった。

15

採点システムを導入した県立中・
高の割合（導入した学校数／県立
中・高数）

0% ‐ ‐ 100% 100% ‐ ‐ 100% 100%
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 特別支援教育課 新時代の学校におけるＩＣＴ環境研
究開発事業(県立特別支援学校ＩＣ
Ｔ活用教育研究開発事業)

県立特別支援学校のICT機器の整備 新設校等について他校同様に整備する あだち支援学校二本松校舎、みなみあいづ
支援学校について整備する。

【指標（KPI）】
県立特別支援学校のＩＣＴ機器整備率
について、100%を目標とする。

令和２年指導者用リース端末の更新を行った。 全校において学級数を満たす端末を整備したこと
で、授業で活用することができた。

16

県立特別支援学校のＩＣＴ機器整
備率

21.7% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 高校教育課 ふくしま英語力向上事業（ふくしま
の高校生英語力診断）

対話型ＡＩスピーキング診断や英語民
間試験の実施を通じて、高校生の英語
力向上を目指す。

モデル校を拡充し、速やかなアプリ導
入を進める。
民間試験もデジタル化が進んでいる。
生徒が一斉に取り組むと、スピーキン
グ活動やアップロードによる提出時に
回線がパンクしてしまうため、一斉実
施に耐えられるネットワーク環境の整
備が急務である。

県立高校の生徒１・２年生に対し、対話型
ＡＩスピーキング診断や英語民間試験を実
施する。

【指標（KPI）】
事業実施対象校において、実際に対話
型AIスピーキング診断を活用した割合
について、100％を目標とする。

モデル校6校に対して、AIを活用した英語学習アプ
リケーションを提供した。

AIによる英語力分析により、生徒一人ひとりに異
なるレベルの英語教材が提供されることや、個人
の興味関心に応じた課題配信などにより、生徒の
英語学習への意欲を高めることができた。

17

事業実施対象校において、実際に
対話型AIスピーキング診断を活用
した割合

0.0% ‐ ‐ 100% 100% ‐ ‐ 100% 100%
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 高校教育課 県立学校入学者選抜ＷＥＢ出願事業 志願者及び保護者の利便性の向上を図
るとともに、在籍校及び志願先県立学
校の入学者選抜に係る事務負担を軽減
する

志願者及び保護者の入学願書の作成負
担、志願者在籍校及び志願先県立学校
教員の選抜関係書類の作成・点検等の
負担など。

県立学校入学者選抜志願者及び保護者、志
願先県立学校、志願者在籍校

【指標（KPI）】
出願者のうち、WEB出願を利用した者
の割合について、90％を目標とする。

各県立高等学校入学者選抜及び各県立特別支援学
校高等部入学者選抜においてＷＥＢ出願システム
を活用した。

ＷＥＢ出願システムを活用することにより、志願
者・保護者、中学校等及び各高等学校・特別支援
学校における入試事務の効率化を図ることが出来
た。

18

出願者のうち、WEB出願を利用し
た者の割合

0.0% ‐ ‐ ‐ 90% - - - 100%
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 義務教育課 デジタル問題（キビタンシート）を
活用した個別最適な学び推進事業

児童生徒の基礎・基本の定着 本県児童生徒の学力向上、教員のICT活
用指導力向上

全県の児童生徒を対象としたデジタル問題
を作成し活用を促すとともに、個人の取組
の結果に応じた支援を拡充することで個別
最適な学びを推進する。

【指標（KPI）】
算数科と数学科における全国学力学習
状況調査の平均正答率の上昇と、デジ
タル問題を利用する児童生徒の満足度
の向上。

イ　小・中学校の国語、算数・数学および中学校
の英語の全単元を網羅した県独自のデジタルドリ
ルとなるよう問題作成および検討業務を実施し
た。

イ１シート７問程度のドリルで朝や授業の隙間時
間、家庭学習など、積極的に短時間で子どもたち
が集中して取り組むことができた。

19

算数科と数学科における全国学力
学習状況調査の平均正答率の比較
値

デジタル問題を利用する児童生徒
の満足度

小学校算数100

中学校数学100

小学校算数95

中学校数学91

小学校算数96

中学校数学92

小学校3.0
中学校2.9

小学校算数97

中学校数学94

小学校3.2
中学校3.0

小学校算数98

中学校数学96

小学校3.4
中学校3.2

- - - 小学校算数95

中学校数学93

小学校3.6
中学校2.9
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
オ

小学校、中学校、高等学校及
び特別支援学校における統合
型校務支援システムの活用

教育庁 教育総務課 統合型校務支援システム整備事業 教員の業務負担の軽減を図る。 教員の業務負担の軽減を図る。 県立学校機関の学籍管理、教務管理、保健
管理及び学校事務等

【指標（KPI）】
全教職員によるシステムの総合評価に
おける「良い」、「非常に良い」を選
択した割合について、47%を目標とす
る。

システム運用企業と連携をとりながら、運用にあ
たった。

業務負担が軽減されたと回答された割合は、令和
３年度以降、単調に増加傾向がみられている。

20

統合型校務システム（※）の総合
評価（「良い」、「非常に良い」
を選択した割合）
（※学習成績を含む児童生徒の個
人情報等を一元的に管理するシス
テム）

29.6% 35% 40% 47% 50% 32.3% 46.2% 48.1% 61%
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
オ

小学校、中学校、高等学校及
び特別支援学校における統合
型校務支援システムの活用

教育庁 健康教育課 ふくしまっ子健康マネジメントプラ
ン（自分手帳活用事業）

学校・家庭・地域が一体となった望ま
しい運動習慣、食習慣、生活習慣を形
成するための取組を継続的に推進す
る。

記録内容の共有と利活用、記録内容の
多様化への対応、冊子（個人情報）の
安全管理、高校生の活用率の向上

県内全公立・中・義務教育学校・高等学
校・特別支援学校の生徒及び保護者

【指標（KPI）】
肥満傾向児出現率の全国平均との比較
値(全国＝100)について、122.5%を目
標とする。

効果的・継続的な活用を図るため、各種研修会や
学校訪問等の機会に啓発を図り、運動習慣や食生
活の振り返りを促すよう働きかけを継続してき
た。また、冊子版自分手帳のオンライン化を進
め、協力校（３校）による実証研究を行った。令
和８年度からの本格運用に向けた準備を進めた。

冊子版については、普及啓発を継続したことによ
り、マネジメントサイクルの質的向上に結びつい
た。また、オンライン版の開発により、学校と家
庭が一体となり、児童生徒の望ましい運動習慣や
食習慣、生活習慣づくりに向けた健康をマネジメ
ントする力を育成するための環境を整えることが
できた。

21

肥満傾向児出現率の全国平均との
比較値(全国＝100)

133.8% 126.3% 122.5% 118.8% 130.9% 133.8% 134.1%
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
カ

生涯学習情報サイト（ふくし
まマナビi）の利用促進

企画調整部 文化スポーツ局
生涯学習課

学びあう生涯学習社会形成事業 ふくしまマナビiを利活用した生涯学習
の推進

生涯学習関連情報の積極的情報発信 ふくしまマナビiの利便性を向上するため
の機能の改修と情報の管理・運用

【指標（KPI)】
１年間のふくしまマナビiのホーム
ページのアクセス数を６万５千件目指
す。

ふくしまマナビｉ（ｱｲ）の運用をとおして、市町
村、県、高等教育機関・民間教育機関における各
種講座（イベント）情報等について広く情報発信
を行った。

ふくしまマナビｉ（ｱｲ）に新機能として、EUC機
能、区分別実績検索機能（市町村・庁内・その他
別表示）、管理画面へのFAQ・お知らせ表示機能の
導入が完了した。（１１月２６日運用開始）。
累計ページビューは171,463件（2023/12/12～
2026/3/31まで）

22

福島県生涯学習情報（ふくしまマ
ナビi）のホームページアクセス
数

- 20,000
(R5.12～）

25,000 60,000 25,543 66,132 81,666
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (2)
ウ

農業短期大学校等を中心とし
たスマート農業人材の育成

農林水産部 農業担い手課 農業短期大学校運営費（教育研修
費・農業経営部運営費）

デジタル技術の活用による農業者の経
営の効率化や競争力の強化を図る。

高度で実践的な知識と技術を身に付け
た農業者の育成。

学生
・農業教育高度化事業を活用したスマート
農業等の授業や研修の実施

【指標（KPI）】
農業短期大学校におけるスマート農業
研修等受講者数について、令和7年度
までに850名受講を目標として取組を
進める。

学生や新規就農者及び現役農業者向けにスマート
農業機械を始めとした各研修を実施した。

930人に対し各研修を実施し、高度で実践的な知識
と技術を身に付けた農業者の育成を推進できた。

23

農業短期大学校におけるスマート
農業研修等受講者数

164 - - - 850 - - 508 930
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Ⅲ 3 教育・人材育成 (2)
エ

小学校、中学校及び高等学校
における情報活用能力の育成

保健福祉部 こども未来局
こども・青少年
政策課

こどもを守る情報モラル向上支援事
業

福島の未来を担うこども達が情報社会
において適正な行動や判断ができるた
めの基礎となる考え方や態度を習得
し、夢や希望をもって活躍できること
を応援する。

こどもがインターネットを利用する際
に弊害となっているＳＮＳに起因する
犯罪被害やインターネット上の誹謗中
傷やいじめ問題等の解決

家庭や学校でこどものインターネット利用
に関する基礎知識の習得度合いと利用状況
を把握し、その向上と改善を図る支援シス
テム「ふくしま情報モラル診断」の運用

【指標（KPI）】
システムによる情報モラル診断の正答
率について、70%を目標とする。

県内の小、中、高校、特別支援学校４８５校、児
童生徒約７万人が本システムを活用し、情報リテ
ラシーの向上を目的とした学習に取り組んだ。

児童生徒の情報モラル診断問題正答率は、前年度
の69％（68.7％）に対し、令和７年度は、69％
（69.47％）と0.8％上昇したことから、児童生徒
の情報モラルの向上が認められる。 24

システムによる情報モラル診断の
正答率
（※小中高の児童・生徒を対象に
実施した診断結果より）

60% 60% 65% 70% 75% 58% 66% 69% 69%
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Ⅲ 4 産業振興 (1)
イ

中小企業、小規模事業者のデ
ジタル化支援②

商工労働部 経営金融課 中小事業者経営継続支援事業 コロナ禍及び物価高騰等の影響が長期
化する中、県内中小企業者の倒産、廃
業の増加が懸念されていることから、
顕在化する前に支援の必要な事業者か
らの相談に応じ、早期に経営上の課題
解決を支援する仕組みを確立させ地域
ぐるみで事業継続を諦めさせない支援
体制作りをする。

・事業承継やM&A
・コロナ影響の長期化
・売上の低迷
・収益改善
・過剰債務の解消、等

県と協定を結んだ金融機関等の協定機関が
単独では解決策が見いだせない場合に、中
小企業診断士、税理士等で構成する専門家
集団が解決方針を検討するとともに、その
方針に基づき支援機関が事業者支援を行
う。

【指標（KPI）】
経営改善計画の策定支援を行った件数
について、60件を目標とする。

中小企業・小規模事業者の身近な支援機関である
金融機関や商工団体等と連携し、支援が必要な事
業者からの相談に応じて、オールふくしまサポー
ト委員会が経営課題解決の方針を検討するととも
に、経営改善に向けた伴走支援を行い、取組の実
効性を高める。

オールふくしまサポ－ト委員会による経営改善方
針策定支援件数49件

25

経営改善計画策定支援件数 - 50 55 60 50 48 49
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Ⅲ 4 産業振興 (1)
イ

中小企業、小規模事業者のデ
ジタル化支援③

商工労働部 産業人材育成課 ものづくり技能継承支援事業 【解決すべき課題】
指導人材不足や指導時間不足、業務の
属人化

指導人材不足や指導時間不足、業務の
属人化

各企業におけるＩＴを活用した知識・技能
の継承を支援し、モデルケースの創出や体
系化の実現を目指す。

【指標（KPI）】
伴走支援企業数10社を目標とする。

各支援企業に対するヒアリング及び調査を行い、
継承すべき技能や継承する上での課題を特定した
後、それらを解決するためのシステムアプリを試
行的に導入し、社員向けの教科書作成や運用体制
の構築支援を行った。

支援内容を広く周知し、目標としていた支援企業
数１０社を達成した。また、全社においてシステ
ムアプリの試行導入を実施し、支援モデルの県内
波及に向けて伴走支援の強化を行う次年度取組の
基盤を構築することができた。

26

能力開発支援における伴走支援企
業数

- - - - 10 - - - 10

6／10



１．数値指標（ＫＰＩ）を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 実施内容 実施成果 番号 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧

令和７年度の取組（実施）内容と成果 ＫＰＩ（重要業績評価指標）

分野 項目 担当
指標名 基準値

目標値
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Ⅲ 4 産業振興 (2)
ア

スマート農業の推進① 農林水産部 農業振興課 ふくしま型農業ＤＸ推進事業 農業生産の効率化・高収益化の為、ス
マート農業の推進

農業者の高齢化、担い手不足 スマート農業技術の実証、普及 【指標（KPI）】
スマート農業等技術を導入した経営体
数について、1,195経営体を目標とす
る。

実証ほ設置、ＲＴＫ基地局の運営、webやセミナー
を通じた情報発信について実施するとともに、ス
マート農業機械等の導入やサービス事業体の育成
を支援し、スマート農業機械等の導入を推進し
た。

実証ほ設置・運営22カ所、ＲＴＫライセンス発行
185件、専用サイトを新規公開、セミナー開催6
回、ＲＴＫシステムを利用する農業者への機械導
入支援69件、サービス事業体育成支援4件、中山間
地域等でのモデル実証支援8件。

27

スマート農業等技術を導入した経
営体数

525 670 718 1,093 1,195 688 997 1,092 1,234
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Ⅲ 4 産業振興 (2)
ア

スマート農業の推進① 農林水産部 農業振興課 福島イノベ構想に基づく農業先端技
術展開事業

被災地域農林業の復興・創生の加速化 担い手及び労働力不足の解消、大規模
な農業経営の実現

先端技術の実証研究、最先端の作業ロボッ
トや管理システムを組み合わせた技術確立

【指標（KPI）】
令和７年度に研究成果（普及に移しう
る成果数）を５件発表することを目標
に研究に取り組む。

共同研究機関との連携のもと、被災地域の農林水
産業の復興とＩＣＴやロボット技術等の先端技術
を活用し、大規模水田輪作、園芸作物等の大規模
農業経営の実証研究、ブドウのスマート農業、ブ
ドウ栽培のスマート化技術等を実施。

令和7年度に得られた成果３件を普及に移しうる成
果として取りまとめて公表した。
（公表した普及に移しうる成果数、R4:0件、R5:2
件、R6:1件、R7:3件） 28

農業先端技術に係る研究成果発表
件数（普及に移しうる成果数）

0 - - - 5 - - - 6
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Ⅲ 4 産業振興 (2)
ア

スマート農業の推進② 農林水産部 畜産課 次世代型ふくしまの畜産推進事業
（「福島牛」次世代技術実証事業）

ゲノミック評価とＡＩ肉質評価システ
ムを有機的に組み合わせることによ
り、評価に応じた適切な時期の出荷を
図る。
短期肥育実証に取り組む農家に対して
奨励金を交付する。
種雄牛造成のために実施しているゲノ
ミック評価において、消費者ニーズを
踏まえて食味に関する評価項目を加え
ることで、他県銘柄牛との差別化を図
る。

福島県産牛は全国と比較して肉質の評
価は高いものの、取引価格は依然とし
て全国平均より１割程度低い状況が続
いている。また、東日本大震災により
大きく減少した肉用牛生産基盤につい
ても回復には至っていない。この状況
を打開し、「福島牛」のブランド力を
強化するためには、斉一性の高い良質
な牛肉の出荷を行うことによる卸売業
者からの評価向上とそれを支える優良
肉用牛の産地形成が必要である。

国内初の先進技術であるAI肉質評価システ
ムを活用することで県内肥育農家の飼養管
理技術を改善し、定質、定量な牛肉の生産
に取り組むとともに、福島県内からの優良
肥育素牛の導入を支援することで、県内に
おける肉用牛生産基盤を強化する。
ゲノミック評価については、県内繁殖雌牛
の能力評価によって、食味性の高い次世代
の種雄牛造成につなげる。

【指標（KPI）】
福島県産牛枝肉価格と全国平均価格の
差について、110円／kg以内を目標と
する。

AI肉質評価システム実施頭数（肥育牛）：2,300頭
短期肥育に取り組む肥育農家支援：11戸
ゲノミック評価実施頭数（繁殖雌牛）：522頭

AI肉質評価システムやゲノミック評価の活用等に
より、定質、定量な牛肉の生産を支援したこと
で、県産牛肉の県内肥育農家の福島県産牛枝肉価
格と全国平均価格の差額（円／kg）は、-109と
なった。

29

福島県産牛枝肉価格と全国平均価
格の差額（円／kg）

-198
(R3.4～R3.12)

-170 -150 -120 -110 -182
(R4.4～R4.12)

-210
(R5.4～R5.12)

-147
(R6.4～R6.12)

-109
(R7.4～R7.12)
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Ⅲ 4 産業振興 (2)
イ

スマート林業の推進 農林水産部 森林計画課 森林環境適正管理事業 ふくしま森林クラウドシステム、福島
県森林GIS及びふくしま森マップの保守
運用を行うことで、森林環境の適正な
管理、業務の効率化及び情報発信を行
う。

森林の情報共有が県と市町村や林業事
業体とで不十分であり、効率的な森林
施業や生産性向上が困難な状態である
こと。

市町村や林業事業体及び一般県民を対象と
し、ふくしま森林クラウドシステム、福島
県森林GIS及びふくしま森マップの保守運
用を行う。

【指標（KPI）】
ふくしま森まっぷ閲覧者数(人/年)に
ついて、1万6千人を目標とする。

適切にシステムを運用することで、ふくしま森
マップを通じて森林情報の発信を行った。

目標としていた1万6千人以上の閲覧があり、森林
情報の発信及び業務効率化に寄与した。

30

ふくしま森まっぷ閲覧者数(人/
年)

1,000,000 1,010,000 1,289,000 15,000 16,000 1,281,958 1,325,202 16,597 16,157
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Ⅲ 4 産業振興 (2)
イ

スマート林業の推進 農林水産部 森林計画課 森林情報支援事業 森林地形情報、地番情報、所有者情報
等の更新を県が一括して実施すること
で、市町村の新たな森林管理システム
の導入、運営を支援する。

現在の森林所有者を特定できないこ
と、地番図及び樹種等の森林情報が森
林簿と一致しないこと。

県内全域を対象とし、登記情報や航空レー
ザ測量成果を活用してシステムの情報更新
を行う。

【指標（KPI）】
事業を実施した市町村数について35市
町村を目標とする。

36市町村において、森林情報の更新を実施した。 目標としていた36市町村において事業を実施し、
森林制度の円滑な運営に寄与した。

31

森林管理システムの森林地形情
報、地番情報、所有者情報等の更
新を県が一括して実施した市町村
数

11 20 25 28 35 21 27 32 36
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Ⅲ 4 産業振興 (2)
ウ

スマート水産業の推進 農林水産部 水産課 福島イノベ構想に基づく水産業先端
技術展開事業

本県水産業の復興を進め、ふくしま型
漁業を実現する。

操業コストの削減
収益性の向上

ＩＣＴ等の最先端技術を用いた新たな水産
業を展開していくための実証研究を行う。

【指標（KPI）】
令和７年度に研究成果（普及に移しう
る成果数）を10件発表することを目標
に研究に取り組む。

漁業者による操業の効率化、資源管理を支援する
ため、デジタル操業日誌、小型CTD等を用いた操業
情報収集配信システムの構築に取り組んだ。
また、水産物の高付加価値化を図るため、福島県
に水揚げされた海産魚(アカムツ・マアナゴ等)の
脂質を簡易測定する技術を実証した。

当該事業により得られたデータを活用し、これま
でに普及に移しうる成果10件を公表したほか、専
用サイト「ふくマリ」で情報配信を行うことで、
操業の効率化、資源管理を支援することができ
た。

32

水産業先端技術に係る研究成果発
表件数（普及に移しうる成果数）

0 - - - 10 - - - 10
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Ⅲ 4 産業振興 (3)
ア

イ

ウ

エ

オ

デジタル技術を活用した工事
の推進

公共工事における情報共有シ
ステムを活用した業務効率化

工事等の段階確認等における
遠隔臨場の推進

各業務段階における３次元モ
デルの導入推進

公共土木施設管理におけるロ
ボット等の活用

土木部 技術管理課 建設ＤＸ推進事業 建設DX推進により、時間外労働の縮減
を図る。

建設業における長時間労働の是正及び
業務の効率化を図る必要がある。

より効果的な事業を実施する必要があるこ
とから、下記事業を実施する。
⑴専門家によるICT活用工事技術支援事業
建設業者へ技術的支援を実施する。
⑵建設DX加速化補助金事業
ICT機器及びソフトウェア等を購入する経
費を補助する。
⑶電子納品保管管理システム改修事業
受発注者が必要なデータ収集を行えるよ
う、システムを改修する。
⑷公共土木施設データベースの構築
施設の一元管理のためデータベースシステ
ムを構築する。
⑸建設業のバックオフィス環境整備事業
バックオフィスの環境整備の支援を実施す
る。

【指標（KPI）】
建設業の総実労働時間／月ついて、
160.5時間を目標とする。

⑴専門家によるICT活用工事技術支援事業
建設業者へ技術的支援を５回実施した。
⑵建設DX加速化補助金事業
ICT機器及びソフトウェア等を購入する経費を補助
した。
・ICT機器等16社合計1290万円

⑶電子納品保管管理システム改修事業
受発注者が必要なデータ収集を行えるよう、国土
交通データプラット フォームに連携する改修を実
施した。
⑷公共土木施設データベースの構築
→ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの基本システム構築を実施した。
⑸建設業のバックオフィス環境整備事業
バックオフィスの環境整備の支援を実施した。
・ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの環境整備31社合計658万円

【指標（KPI）】
建設業の総実労働時間／月が、152時間に縮減し目
標が達成された。
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一月当たりの建設業の総実労働時
間数

169 165.6 163.9 162.2 160.5 166.9 163.1 158.8 152.1
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Ⅲ 4 産業振興 計画 商工労働部 産業振興課 デジタル技術を活用したものづくり
企業のスマート化支援事業

中小製造業のデジタル化と働き方改革 製造現場におけるデジタル技術の導入 対象：県内製造業・地域産業
内容：コーディネータの企業訪問活動や研
究会の運営を通して、企業へのデジタル技
術の導入により、業務効率化や働きやすさ
など職場環境の向上を図るとともに、地域
産業においては企業の魅力向上に繋がる支
援を行う。

【指標（KPI）】
コーディネータ等によるデジタル技術
導入支援を受け、実際に意識改革や業
務改善（作業負担軽減等）に至った件
数とする。
（目標値：５件）

コーディネータの企業訪問活動や研究会の運営を
通して、企業へのデジタル技術の導入により、業
務効率化や働きやすさなど職場環境の向上を図る
とともに、地域産業においては企業の魅力向上に
繋がる支援を行った。

企業訪問件数：53社
セミナー、ワークショップ：4回開催
デジタル技術の導入による働き方改革・改善件
数：6件 34

デジタル技術の導入による働き方
改革・改善件数

0 - - 5 10 - - 4 6
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Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (2) 遠隔医療の推進 保健福祉部 地域医療課 地域医療充実のための設備整備補助
事業(遠隔医療設備整備事業)

地域の医療水準の向上 医療の地域間格差の解消 遠隔医療の実施に必要な機器の整備に要す
る費用を補助する。

【指標（KPI）】
遠隔医療設備整備事業補助金を活用し
た医療機関数について、年間4件増を
目標とする。

限られた医療資源にあっても、安定的な医療体制
を確保するために、遠隔医療施設整備補助金を活
用し、オンライン診療に係る設備整備を行った。

会津医療センターと朝日診療所間において、オン
ライン診療が可能となり、常勤医師及び派遣医師
双方の負担軽減に加え、災害時等の緊急時の対応
も可能となった。 35

遠隔医療設備整備事業補助金を活
用した医療機関数

1
(累計1)

3
(累計4)

4
(累計8)

4
(累計12)

4
(累計16)

4
(累計4)

3
(累計7)

1
(累計8)

1
(累計9)
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Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (3) 県立病院におけるデジタル技
術の活用推進

病院局 病院経営課 人工透析の遠隔管理 ICT機器を活用した質の高い人工透析医
療の提供

透析専門医不足への対応 県立医大と南会津病院を電子カルテや透析
通信システム等のICT機器で結び、南会津
病院で透析中の患者情報をリアルタイムで
共有する。

【指標（KPI）】
遠隔管理で人工透析を行う患者数につ
いて、500人を目標とする。

遠隔管理により人工透析を行った。 南会津病院においては透析専門医が不在の状況が
続いているが、ICT機器を活用した県立医科大学の
透析専門医のサポートを受け、質の高い透析医療
の提供ができた。 36

遠隔管理により人工透析を行った
患者数

480 480 480 500 500 480 480 465 464

37

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (4) データに基づく健康増進 保健福祉部 健康づくり推進
課

健康長寿ふくしま推進事業(福島県
版健康データベース事業、ふくしま
健康情報ステーション事業)

各保険者が保持する健康データを集約
し、地域別健康課題の分析や可視化を
行い、保健事業に活用する。

データの不足や提供元の意向で提供い
ただけないデータがあるため、事業の
主旨の説明や活用範囲の見直しが求め
られている。

市町村や各医療保険者等がそれぞれ保持し
ている健診、医療、介護等の各種データの
集約・分析を行い、県・地域の健康課題を
見える化するとともに、情報を発信する。

【指標（KPI）】
データ蓄積及び分析の年次更新を正確
かつ適切に行う。
（目標値：１回）

健診、医療、介護等の各種データの集約・分析を
行い、県・各地域の健康課題を見える化するとと
もに、市町村や関係団体からの要望を受け、効果
的な事業の実施に繋げるための情報提供を行っ
た。

FDB年次報告書2025の公表し、また、FDBデータに
基づくオーダーメイド解析を５件実施した。

37

福島県版健康データベースのデー
タ蓄積及び分析の年次更新回数

1 1 1 1 1 1 1 1 1

38

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (5) スマートフォンアプリを活用
した健康増進

保健福祉部 健康づくり推進
課

ふくしま脱メタボプロジェクト(ふ
くしま健民パスポート事業)

健康維持につながる生活習慣の定着化 アプリDL数増加、アクセス数増加によ
るアプリ動作速度

県民が健康づくりに参加しやすいよう、イ
ンセンティブを付与する仕組みを取り入れ
た「健民アプリ」の活用、市町村と連携し
た「ふくしま健民パスポート」事業を実施
する。

【指標（KPI）】
ふくしま健民アプリのダウンロード数
について、98,441件を目標とする。

「ふくしま健民アプリ」を活用し、市町村と連携
した「ふくしま健民パスポート」事業やアプリを
活用したバーチャルウォーキング大会を実施し
た。

ふくしま健民アプリのダウンロード数が100,061件
となり、目標値の98,441件を達成した。

38

ふくしま健民アプリのダウンロー
ド数

48,441 68,441 78,441 88,441 98,441 69,236 80,266 92,825 100,061

39

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (6) 地域医療情報ネットワークを
活用した医療連携体制の強化

保健福祉部 地域医療課 地域医療情報ネットワーク活用強化
支援事業

医療DXの推進 医療DX普及までの切れ目のない相互
ネットワーク連携構築

全国的に医療DXが普及するまで、本県で運
用している地域医療情報ネットワーク運用
活用を支援する。

【指標（KPI）】
地域医療情報ネットワーク（キビタン
健康ネット）による情報共有に同意し
た患者の件数について、既に目標値を
達成しているが、更なる件数の増加を
目標とする。（目標値：93,000件）

キビタン健康ネットの利用・活用を強化するた
め、福島県医療福祉情報ネットワーク協議会が医
療機関及び県民に対して行うキビタン健康ネット
活用強化の取組に対し、補助金を交付する。

医療機関及び県民に対しキビタン健康ネットの周
知を行い、情報共有に同意した患者数が増加し
た。

39

地域医療情報ネットワーク（キビ
タン健康ネット）による情報共有
に同意した患者の件数

46,527 71,000 82,000 93,000 104,000 121,117
（※R5.2.28時

点）

139,618 150,417
(R7.2月時点）

160,063
（R8.3月末日現

在）

40

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (8) 介護施設へのロボットやデジ
タル技術の導入推進及び効率
的活用の支援

保健福祉部 高齢福祉課 ＩＣＴ等を活用した介護現場生産性
向上支援事業

介護現場における生産性向上の取組の
推進

介護人材不足、職場環境 県内介護サービス事業所に対してICT導入
にかかる経費を支援し、介護現場における
生産性向上の取組の推進を図る

【指標（KPI）】
介護ロボットやＩＣＴ機器の導入施設
数について、延べ1,052施設を目標と
する。

介護職員の負担軽減を図るため、見守りセンサー
や介護記録ソフト、インカム等のICT機器導入経費
に対する補助を実施するとともに、ふくしま介護
生産性向上支援センターにより効率的に活用でき
るよう支援した。

【活動実績】
200施設
【事業の成果】
介護業界のICT導入へのニーズの高まりと合致した
補助事業を展開できた。

40

介護ロボットや
ICT機器の導入施設数

172 277 752 902 1,052 - 752 983 1,183

41

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (11) スマートフォンアプリを活用
したＨＡＣＣＰの導入推進

保健福祉部 食品生活衛生課 福島県加工食品の安全・安心の確保
事業（ふくしまＨＡＣＣＰ導入推進
事業）

ふくしまＨＡＣＣＰアプリ等を利用し
たふくしまＨＡＣＣＰの導入施設を増
やすことにより、食中毒や不良食品の
発生を減らす。

令和12年度までに導入率100％を目指し
ているが、各年度の目標を達成できて
いない。

県内の食品等事業者向けにふくしまＨＡＣ
ＣＰ導入研修会を実施する等により、ふく
しまＨＡＣＣＰ導入施設数を増やす。

【指標（KPI）】
ふくしまＨＡＣＣＰアプリ等を利用し
てふくしまＨＡＣＣＰを導入した施設
数の割合について、62.2%を目標とす
る。

県内の食品等事業者向けにふくしまHACCP導入研修
会を開催したほか、営業許可申請や監視等の機会
をとらえ、ふくしまHACCPの導入推進を図った。

各保健所の取組により、令和７年度の目標であ
る、導入率62.2%を達成した。

41

ふくしまHACCPの導入状況（ふく
しまHACCPアプリを利用する施設
を含む）

24.3% 39.4% 47.0% 54.6% 62.2% 34.7% 37.2% 52.5% 62.2%

42

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 計画 食品営業施設に対する遠隔監
視導入

保健福祉部 食品生活衛生課 食品営業許可台帳等管理事業（遠隔
監視の導入による業務の効率化事
業）

ふくしまＨＡＣＣＰアプリに実装した
遠隔監視機能を活用し、保健所職員の
現地調査を省略することにより、保健
所職員・事業者双方の手間を省く。

保健所職員の人手不足により、往復1時
間以上もかかるような許可調査の省力
化は、喫緊の課題となっている。

営業許可継続に係る現地調査を、ふくしま
ＨＡＣＣＰアプリ遠隔監視機能を用いて実
施する。

【指標（KPI）】
ふくしまＨＡＣＣＰアプリに実装した
遠隔監視機能を活用し、200件以上の
遠隔監視を実施する。

営業許可継続に係る現地調査を、福島HACCPアプリ
遠隔監視機能を用いて実施した。

令和７年度の目標である200件には到達しなかっ
た。

42

ふくしまHACCPアプリを用いた遠
隔監視の実施件数

- 50 100 200 － 14 101 148

43

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (1)
イ

デジタル技術を活用した適切
な避難行動の支援

危機管理部 災害対策課 災害からいのちを守る事業（いのち
を守る啓発事業）

自らの適切な避難行動を考え、備える
「マイ避難」を促進

自らの避難計画を考え、作成する機会
の創出

ウェブサイト上で手軽に避難計画を作るこ
とのできる特設サイトの公開や講習会の実
施などにより、県民のマイ避難への取組を
促進する。

【指標（KPI）】
災害に備えて、自分（自宅）の避難計
画を作成していると答えた県民の割合
（意識調査）について、18.62%を目標
とする。

避難計画を作成できるウェブサイトの利用環境維
持や、マイ避難講習会の実施により、県民のマイ
避難への取組を促進する。

マイ避難講習会の取組により、一定程度の促進が
図られたが、目標達成には至らなかった。

43

災害に備えて、自分（自宅）の避
難計画を作成していると答えた県
民の割合（意識調査）

9.50% 11.78% 14.06% 16.34% 18.62% 9.50% 9.50% 8.00% 7.40%

7／10



１．数値指標（ＫＰＩ）を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 実施内容 実施成果 番号 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧

令和７年度の取組（実施）内容と成果 ＫＰＩ（重要業績評価指標）

分野 項目 担当
指標名 基準値

目標値

44

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (1)
イ

デジタル技術を活用した適切
な避難行動の支援

危機管理部 災害対策課 そなえるふくしま防災事業(防災DX
推進事業)

県防災アプリのダウンロード促進 アプリの利便性、認知度向上 県他アプリとの共通化ポイント導入や利便
性向上につながる改修、アプリ広報を行
う。

【指標（KPI）】
防災アプリのダウンロード数につい
て、100,000件を目標とする。

利便性向上を図る改修（外国語対応および、新し
い防災気象情報の運用開始に伴う対応）を行うと
ともに、事業者向け安否確認機能に関する広報を
行った。

改修および広報の取り組みにより、目標値である
10万ダウンロードを十分に達成し、認知度向上に
寄与した。

44

防災アプリの累計ダウンロード数 - 1,000 50,000 100,000 3,400 97,086
(R7.3月末時点）

125,395
(R8.3月末時点）

45

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (1)
イ

デジタル技術を活用した適切
な避難行動の支援

危機管理部 災害対策課 災害からいのちを守る事業（防災DX
保守管理事業）

県民への防災アプリの提供 防災アプリの安定した運用 適切な避難行動や防災行動を促す防災アプ
リを県民に提供するために必要な保守管理
を行う。

【指標（KPI）】
防災アプリのダウンロード数につい
て、100,000件を目標とする。

適切な運用保守管理を行うことにより、防災アプ
リを通じた防災情報発信が安定的に行える環境を
保全する。

適切な運用保守管理により、平時および災害時の
いずれも、情報発信が適切に行える環境を維持す
ることができ、アプリのダウンロード数向上や利
便性向上に寄与した。 44

（再掲）

防災アプリの累計ダウンロード数 - 1,000 50,000 100,000 3,400 97,086
(R7.3月末時点）

125,395
(R8.3月末時点）

46

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (1)
ウ

体験型防災講座の推進 危機管理部 危機管理課
災害対策課

そなえるふくしま防災事業(防災啓
発推進事業)

県民の災害の自分事化や実践的な避難
行動の促進

幅広い県民への効果的な防災啓発の実
施

県独自で開発した防災VRや防災アプリを活
用した防災出前講座、市町村イベントへの
出展等を実施。

【指標（KPI）】
防災に関し啓発を行った人数につい
て、10,000人を目標とする。

防災出前講座、市町村イベントへの出展により、
防災啓発を実施。

防災啓発実施者数について概ね目標を達成し、災
害の自分事化や避難行動の促進に寄与した。

45

防災啓発実施者数 5,000 8,000 10,000 10,000 10,000 5,277 9,435 16,258 9,651

47

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (1)
エ

原子力災害発生時の広域避難
ルートの最適化

危機管理部 原子力防災課 原子力災害に備える情報サイト 県民へ情報提供。 サイトの利便性、認知度向上 原子力災害発生時の広域避難計画に係る避
難ルートやルート沿いの施設等の情報を地
図上に表示し、県民へ情報提供を行う。ま
た、計画の更新等に伴うルート変更や複数
化、道路状況を反映させ、最適な避難情報
を提供する。

【指標（KPI）】
広域避難ルートを掲載するＷｅｂサイ
トのアクセス数について、13,462件を
目標とする。

避難ルート上の施設（ガソリンスタンド）の情報
を更新し、適切な情報提供に努めた。
また、広報誌やパンフレットに本サイトの情報を
掲載し、活用の啓発を行った。

目標を超えるアクセスがあった。

46

広域避難ルートを掲載するWebサ
イトアクセス数

11,630 12,211 12,821 13,462 14,135 16,421 16,886 22,973 16,791

48

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (1)
オ

スマートフォンアプリを活用
した防犯対策の推進

警察本部 生活安全企画

課

なりすまし詐欺被害防止事業 防犯アプリを利用した幅広い年代に対
する分かりやすい防犯情報の情報発信

県民の防犯意識の向上 防犯アプリにより犯罪発生情報、防犯情
報、交通安全情報等を発信する。

【指標（KPI）】
防犯アプリ（ＰＯＬＩＣＥアプリふく
しま）のインストール数について
40,000件を目標とする。

あらゆる業務の機会を通じてPOLICEアプリふくし
まのインストール数の拡大活動を推進した。

インストール数の拡大を図り、犯罪発生情報、防
犯情報をはじめとした各種情報を発信することが
できた。

47

防犯アプリダウンロード数 0 0 38,000 40,000 43,000 0 27,159 46,031 63,966

49

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (2)
ア

スマートフォンアプリを活用
した地球温暖化対策等の推進

生活環境部 一般廃棄物課 わたしから始めるごみ減量事業(環
境アプリ発信事業)

環境に負荷をかけないライフスタイル
の構築

ごみ排出量の削減、地球温暖化対策の
ためのカーボンニュートラルの実現

福島県環境アプリの運用、改修開発及び各
種広報を行い、ダウンロード数の増加を通
じて、環境に負荷をかけないライフスタイ
ルの構築を図る

【指標（KPI）】
アプリ累計ダウンロード数について、
100,000件を目標とする。

○プロモーション活動の実施
・イベント・商業施設でのＰＲを対面で実施し
た。
・食べ残しゼロ協力店について新規で登録を実施
し、店舗に環境アプリのダウンロード用二次元
コードを配置し、アプリのダウンロード数の増加
を図った。
・活字媒体で環境アプリのダウンロード用二次元
コードを掲載し、活字媒体購読が生活習慣となっ
ている層の流入を狙った。

〇ふくしまポータルとの連携の実施
県民の利便性向上を狙い、デジタル変革課が運用
する「ふくしまポータル」、健康づくり推進課が
運用する「ふくしま健民アプリ」との連携を実施
した。

〇プロモーション活動の実施
・延べ５８７名へ直接ＰＲを実施した。
・新規で５５店舗（県内に本社を置く大手ラーメ
ンチェーン店）で環境アプリのダウンロード用二
次元コードを配置することができた。
・新聞社２社（２段１／４を１枠として各社６
枠）と県内タウン情報誌９月号に環境アプリのダ
ウンロード用二次元コードを掲載した。

〇ふくしまポータルとの連携の実施
令和８年３月２４日に完了したため、成果の評価
はできなかった。

これらの結果、新たに5,293ダウンロードがあり、
ごみ排出量の削減、地球温暖化対策のためのカー
ボンニュートラルに貢献できた。

48

福島県環境アプリの累計ダウン
ロード数

10,000 30,000 55,000 80,000 100,000 11,846 16,045 23,983 29,276

50

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (2)
イ

デジタル技術を活用した鳥獣
被害の軽減対策

生活環境部 自然保護課 鳥獣被害対策強化事業(捕獲効率化
事業)

狩猟者の高齢化や減少が進んでいるこ
とから、ICT技術の活用により効率的な
捕獲及び鳥獣被害の減少を図る。

効率的な鳥獣被害対策の実施。 鳥獣害の減少に向け、GISシステムの活用
や、センサーカメラ等のICT機器導入への
財政支援等を行う。

【指標（KPI）】
ＩＣＴ技術を活用した野生鳥獣対策に
取り組む市町村数について、15件を目
標とする。

GISシステムの活用により、鳥獣に関する情報を集
約し、可視化した。また、市町村が実施するICT機
器活用による鳥獣被害対策に対し、財政的支援を
行った。

ICT技術の活用に取り組む市町村へ６件の財政的支
援を行い、鳥獣被害対策の省力化・効率化を図っ
た。

49

ICT技術を活用した野生鳥獣対策
に取り組む市町村数

0 10 15 6 6

51

Ⅲ 6 安全・安心、環境 計画 防犯・防災意識の向上 警察本部 生活安全企画課 メールによる警察情報発信事業（Ｐ
ＯＬＩＣＥメールふくしま）

メールを利用した幅広い年代に対する
分かりやすい情報発信

県民の防犯意識の向上 メールにより犯罪発生情報、防犯情報、交
通安全情報等を発信する。

【指標（KPI）】
ＰＯＬＩＣＥメールふくしまについ
て、受信登録件数120,000件を目標と
する。

あらゆる業務の機会を通じてPOLICEメールふくし
まの受信登録件数の普及活動を推進した。

既登録者に対しては犯罪発生情報、防犯情報をは
じめとした各種情報をタイムリーに発信すること
ができた。

50

POLICEメールふくしまの受信登録
件数

50,000 70,000 100,000 110,000 120,000 76,000 102,769 104,067 103,243

52

Ⅳ 1 デジタルデバイド対策 情報通信基盤の整備促進 企画調整部 デジタル変革課 携帯電話通話エリア広域ネットワー
ク化事業

携帯電話の不通話地域の解消 県内で携帯電話の通信可能な区域を広
げる

携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備
等）の設備を実施する市町村に補助金を交
付する

【指標（KPI）】
携帯電話の人口カバー率について、
99.99%を目標とする。

国及び市町村との調整や、各キャリアへの要望活
動を行い、携帯電話の不通話地区解消を図った。

令和8年度に2か所基地局の整備が行われることと
なった。

51

携帯電話人口カバー率 99.94% 99.97% 99.99% 99.99% 99.99% 99.95% 99.96% 99.97% 99.97%

53

Ⅳ 3 デジタルデバイド対策 地域住民に対するきめ細かな
デジタル活用支援

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業(デ
ジタルデバイド解消事業)

誰も取り残さない形で全ての県民にデ
ジタル化の恩恵を広く行き渡らせるた
め

環境整備、特に高齢者に対する情報リ
テラシーの向上やICTスキルの向上を図
る

町村と連携し、高齢者向けのスマートフォ
ン・タブレット教室等を開催する。

【指標（KPI）】
スマホ教室等に参加した高齢者の数に
ついて、930人を目標とする。

高齢者の情報リテラシー、ICTスキルの向上のた
め、１０町３村で計２９回のスマホ教室を開催し
た。

270名の高齢者に対してスマホ・タブレットの操作
方法、アプリの利用方法等について学ぶ教室を実
施し、情報リテラシーの向上に寄与した。

52

情報リテラシー向上事業に参加し
た高齢者の人数

0 930 930 930 930 371 523 324 270
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２．目標を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 番号

1

Ⅲ 2 地方創生・関係人口の創
出

(7) MaaS活用による福島空港二次
アクセスの利便性向上

商工労働部 観光交流局
空港交流課

福島空港国内線利用・運航促進事業（福島空港新
価値創造事業）

福島空港の利活用促進 福島空港利用者の利便性 MaaSを活用することにより、目的地までの交通手段の
シームレスな検索・予約を可能とする。

【目標】
二次アクセスの更なる認知度向上を目指す。

－
（目標）

2

Ⅲ 2 地方創生・関係人口の創
出

(8) 福島県公共交通データ基盤
（プラットフォーム）の構築

生活環境部 生活交通課 福島県地域公共交通活性化協議会事業（オープン
データの整備）

公共交通関連情報のオープンデータ化 公共交通関連情報のオープンデータ化 協議会を活用し、市町村等を対象とした勉強会等を開
催するなど公共交通関連情報のオープンデータ化を支
援する

【目標】
市町村等を対象に勉強会や作成支援講演会を計３回開催する。

－
（目標）

3

Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 高校教育課 新時代の学校におけるＩＣＴ環境研究開発事業(県
立中・高ＩＣＴ活用教育研究開発事業)

新学習指導要領及び新時代の学びに必要なICT環境
（大型提示装置等）を整備し、授業改善、児童生徒の
情報活用能力育成に取り組むこと等を通して児童生徒
の学力向上を図る

更新向けた準備 県立高等学校普通教室の大型提示装置整備 【目標】
普通教室の大型提示装置整備率について、100%を目標とする。

－
（目標）

4

Ⅲ 3 教育・人材育成 (1)
イ

ウ

エ

小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した
授業の実践

県立高等学校における一人一
台端末環境の実現及びデジタ
ル技術の効果的な活用

特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

教育庁 教育総務課
高校教育課
特別支援教育課

新時代の学校におけるＩＣＴ環境研究開発事業(県
立学校Ｗｉ－Ｆｉ環境整備事業)

ＧＩＧＡスクール構想に基づき、整備した県立学校の
無線ＬＡＮ環境の維持及び機器の保守・サポートに係
る委託を行う。

安定的な運営の継続に努める。 県立学校の無線LAN環境の維持、機器の保守・サポー
ト

【目標】
普通教室の無線ＬＡＮ提供率について、100%を目標とする。

－
（目標）

5

Ⅲ 3 教育・人材育成 (2)
ウ

農業短期大学校等を中心とし
たスマート農業人材の育成

農林水産部 農業担い手課 教育研修事業 デジタル技術の活用による農業者の経営の効率化や競
争力の強化を図る。

高度で実践的な知識と技術を身に付けた農業者の育
成。施

新規就農者及び現役農業者
・農業機械研修の実施

【目標】
農業短期大学校におけるスマート農業研修等受講者数について、令和7
年度までに850名受講を目標として取組を進める。 －

（目標）

6

Ⅲ 3 教育・人材育成 (2)
その
他

建設産業におけるデジタル技
術活用人材の育成

土木部 技術管理課 建設ＤＸ推進事業（デジタル技術活用人材育成講
習会事業）

受発注者双方のデジタル技術への理解醸成を図る。 建設業における長時間労働の是正及び業務の効率化を
図る必要がある。

県内建設業者へバックオフィス業務の導入に向けた取
組を推進する講習会を開催する。

【目標】
デジタル技術の活用人材育成講習会について、年間で6回の講習会開催
を目標とする。 －

（目標）

7

Ⅲ 4 産業振興 (1)
イ

中小企業、小規模事業者のデ
ジタル化支援①

商工労働部 経営金融課 ふくしま事業承継等支援事業(ふくしま小規模企業
者等いきいき支援事業)

小規模事業者へのＤＸの推進 小規模事業者の人材不足・業務効率化 地域の小規模企業者、組合、商店街等の持続的な発展
に向けた創意工夫ある取組（デジタル化等）に対し、
必要な経費の一部を補助するとともに、経営支援団体
による「伴走型支援」を行う。

【目標】
ふくしま事業承継等支援事業(ふくしま小規模企業者等いきいき支援事
業)におけるデジタル化・ニューノーマル対応部門の採択件数につい
て、35件を目標とする。

－
（目標）

8

Ⅲ 4 産業振興 (1)
イ

中小企業、小規模事業者のデ
ジタル化支援①

商工労働部 経営金融課 ふくしま中小企業者等ＤＸ伴走支援事業 地域のＤＸの推進 県内中小企業がＤＸに自主的に取り組んでいくための
環境づくり

県内中小企業のＤＸへの理解促進・普及啓発を図ると
ともに、県内中小企業企業が自主的・自発的にＤＸに
取り組み、企業価値を向上させ、持続的に発展させる
ため、専門家の「伴走型支援」等を行う。

【目標】
本事業によりDX伴走支援を行った県内企業数30社を目標とする。

－
（目標）

9

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (9) 保育施設へのデジタル技術の
導入推進

保健福祉部 こども未来局
子育て支援課

地域の子育て支援事業（地域子ども・子育て支援
事業）

各施設におけるＩＣＴ化を推進し、職員の業務負担軽
減を図る。

事業を活用する市町村（施設）が少数に留まってい
る。

利用児童等の入退出管理やオンライン会議、オンライ
ンを活用した相談支援に必要なICT機器の導入等の環
境整備に係る経費等の補助。

【目標】
事業所におけるICT化の導入が進むよう、事業所を所管する市町村へ、
補助の対象となる経費についての周知を行う。 －

（目標）

10

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (9) 保育施設へのデジタル技術の
導入推進

保健福祉部 こども未来局
子育て支援課

保育所等安全対策推進事業（認可外保育施設安全
対策推進事業）

認可外保育施設において、ＩＣＴを活用し、より一層
こどもを安心して育てることができる環境整備を支援
する。

事業を活用する施設が少数に留まっている。 認可外保育施設において、より一層こどもを安心して
育てることができる環境整備をするため、ＩＣＴを活
用した機器の導入及び保育業務のＩＣＴ化の推進に必
要な経費への支援を行う。

【目標】
認可外保育施設における登降園管理システムなどの導入を進める。

－
（目標）

11

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (10) 母子保健事業へのデジタル技
術の導入推進

保健福祉部 こども未来局
子育て支援課

母子保健事業におけるPMHを活用したデジタル技術
の導入推進

マイナンバーと健康保健所の一本化による資格確認の
オンライン化を図る

導入されていない中核市もある中、市町村においては
まだまだ、導入が厳しい状況である。

国が推進するPMH（PublicMedicalHub）事業に関し
て、令和８年度以降の全国展開・運用が予定されてい
ることから、先行事例や説明会開催に関して市町村へ
情報提供し、母子保健事業における情報連携を活かし
た取り組みを推進する。

【目標】
各市町村におけるPMHの導入が進むように、周知・情報提供を行う。

－
（目標）

12

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 (12) マイナンバーカードと健康保
険証の一体化

保健福祉部 国民健康保険課 マイナ保険証利用勧奨事業 マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴うメ
リットの理
解醸成を図り、マイナ保険証の利用を促進する。

理解醸成を図るための機会を確保すること。 マイナンバーカード普及促進事業（※）への参加等に
より、被保険者や医療機関等と直接アプローチする機
会を設けることで課題解決を図る。
※事業内容は今後決定されるため、参加可否は現時点
で未定。

【目標】
医療機関における利用勧奨を行うとともに、リーフレットや動画を活
用した周知・啓発を行う。 －

（目標）

13

Ⅲ 5 健康・医療・福祉 県立病院におけるデジタル技
術の活用推進

病院局 病院経営課 県立病院医療ＤＸ推進支援事業 県立病院における医療ＤＸの推進 人口減少に伴う職員減や医療サービスの質、業務効率
の低下

外部業者の知見を活用し、上記課題を解決する医療DX
施策を選定する

【目標】
県立病院に必要とされる医療ＤＸ施策の検討・実装を行い、これまで
以上の医療サービスの質の向上を図りながら、安定的・持続的・効率
的な経営を行っていくことを目標とする。

－
（目標）

14

Ⅲ 6 安全・安心、環境 (1)
カ

運転免許事務のデジタル化 警察本部 運転免許課 運転免許業務のデジタル化推進事業 令和６年度中に事業は完遂している。 令和６年度中に事業は完遂している。 令和６年度中に事業は完遂している。 【目標】
警察共通基盤移行第三期にあたる本県の移行に際しての各種作業やそ
の他の準備を進める。 －

（目標）

15

Ⅲ 6 安全・安心、環境 計画 国民保護 危機管理部 危機管理課 武力攻撃事態等における安否情報収集・提供シス
テム（安否情報システム）

武力攻撃事態等における安否情報の収集・提供 安否情報の円滑な収集・提供 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関
する法律に基づく安否情報の収集及び提供等に関する
事務を円滑かつ効率的に処理する。

【目標】
武力攻撃事態等における安否情報収集・提供システムを安定運用す
る。 －

（目標）

16

Ⅲ 6 安全・安心、環境 計画 各種行政手続のオンライン化 警察本部 警務課 警察情報管理システム共通基盤整備事業（警察行
政手続オンライン化システムの移行）

警察関連で利用件数が多い行政手続のオンライン化 県民の利便性向上 約500を超える行政手続をオンラン化し、申請等や処
分通知等をインターネットから手続きできるようにす
るため、警察共通基盤に移行する。

【目標】
令和７年12月の運用開始に向け、職員への研修や関係規程の整備を行
うとともに、県民への情報発信を行う。 －

（目標）

17

Ⅲ 6 安全・安心、環境 計画 遺失物業務のオンライン化に
よる利便性の向上

警察本部 会計課 警察情報管理システム共通基盤整備事業（遺失物
管理システムの移行）

遺失届や遺失物検索に係る手続のオンライン化 県民の利便性向上 遺失届をオンラインで手続できるようにするととも
に、遺失物検索システムを全国連携させるため、警察
共通基盤に移行する。

【目標】
令和８年１月の円滑な運用開始に向け、関係規程の整備や職員の習熟
のための教養等を行うほか、県民への情報発信を行う。 －

（目標）

18

Ⅳ 2 デジタルデバイド対策 利用者に優しい行政サービス
等の実現

企画調整部 デジタル変革課 デジタル変革（ＤＸ）推進事業(オールふくしまス
マートシティ推進事業)

地域のDXの推進 申請先が散在する県及び市町村のオンライン行政手続
のUI統合・一本化。

県及び市町村の行政手続きのオンライン化 【目標】
県及び市町村で利用する行政手続オンライン申請サービスについて、
利用市町村の拡大を図る。 －

（目標）

19

Ⅴ 1 情報セキュリティ対策・
個人情報保護

(1) 情報セキュリティポリシーの
見直し

企画調整部 デジタル変革課 情報セキュリティポリシーの見直し 情報セキュリティポリシーの見直し 情報セキュリティポリシー改定の都度、現行の業務を
見直し、ガイドラインに沿ったポリシーに改定する必
要がある。

地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関
するガイドラインの改定に伴い、福島県情報セキュリ
ティポリシーを改正する。

【目標】
地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライ
ンの改定に伴い、福島県情報セキュリティポリシーを改正する。 －

（目標）
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Ⅴ 1 情報セキュリティ対策・
個人情報保護

(2) 情報セキュリティ対策と業務
効率化の両立

企画調整部 デジタル変革課 情報通信基盤運営事業 情報セキュリティ対策と業務効率化の両立 インターネット環境と分離した環境により柔軟な働き
方やクラウドサービスの導入に対する障壁。

β’モデルへの移行検討並びにセキュリティを両立す
るためのゼロトラストモデルの研究

【目標】
国の動向や他自治体の取り組み及び技術の情報収集の実施

－
（目標）

地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイド
ラインの改定に伴い、福島県情報セキュリティポリシーを改正し
た

地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの改定内容を踏まえ、福島県情報セキュリティポリシーの見直し・
改正を実施し、国の最新基準との整合性を確保した。これにより、情報セキュリティ対策の適正化およびリスク管理体制の強化を図った。

他県や各種事業者にヒアリングや意見交換及び現地視察を行い情
報収集を行った。

β’モデルへの移行検討：ベンダーよりβ’モデルへの移行する際の技術的な情報提供を通して、システム棚卸でLGWAN／インターネット
配置を整理し、通信実態・セキュリティ要件・コストを可視化が必要であり、これへの対応に多くのリソースが必要であることが明確と
なった。
ゼロトラストモデルの研究：全てのアクセスを信頼せず検証する前提で、ID管理・多要素認証導入、端末／ユーザー単位のアクセス制御
（ZTNA）、ネットワーク・通信の可視化、ログ監視とインシデント対応の体制整備、職員教育・セキュリティポリシー見直しを一体的に実
施する必要があることが明確となった。

令和７年12月から警察共通基盤（警察行政手続オンライン化シス
テム）へ移行し運用開始した。円滑な運用開始へ向け、事前に職
員への研修や関係規定の整備を行うとともに、警察本部のHPにオ
ンライン化対象業務一覧を掲載した。

インターネットに接続できる環境があれば、500を超える行政手続の申請が24時間、365日可能となった。窓口において行う書面での申請も
引き続き可能であるため、県民の申請方法の幅が広がった。運用開始した令和７年12月から令和８年３月31日までのオンライン申請利用件
数は82件であり、新たな申請方法の選択肢として県民の利便性の向上に寄与することができた。

令和８年１月に警察共通基盤に移行し運用開始した。事前に関係
規程の改正を実施し、職員が円滑に運用できるようマニュアルを
整備するとともに説明会を行った。
また、運用開始と同時に警察本部のHPに遺失届のオンライン申請
画面へのリンクを整備した。

職員の操作理解の定着及び運用上の課題への対応を行い、警察共通基盤システムへの移行後も安定的な運用を行うことで引き続き県民への
遺失物返還等の円滑な手続きを維持するとともに、よりタイムリーな全国遺失物検索への情報登載を行うことができるようになった。
また、運用開始した1月19日から3月31日までの間に462件の遺失届のオンライン申請利用があり、新たな申請方法の選択肢として県民の利
便性向上に寄与することができた。

県において調達した行政手続オンライン申請サービスについて、
市町村における活用を一層促進するため、個別相談対応などの支
援を実施した。

県において調達した行政手続オンライン申請サービスについて、市町村における活用を一層促進するため、個別相談対応などの支援を実施
した。

県立病院との間でＤＸ推進会議やヒアリングを実施した。また、
業務委託により導入計画書を作成した。

病院ごとに現況の確認や優先して実施すべき施策の洗い出しを行ったことで、今後のプランの構築ができた。

交付（記録）誤り等無いように業務を推進する。 令和６年度中に事業は完遂している。

全国対象の一斉訓練を、上半期と下半期の2回に分けて実施した。
また、これまでシステムを一度も操作したことがなく、災害対策
本部設置時に、システムを活用することが想定される職員を対象
とした操作訓練を行った。

全国一斉訓練参加率：上半期93.8％下半期98.3％
県危機管理部訓練参加：11名

有事に備え、システムの操作方法について習熟した。

要望のあった１施設で事業を実施した。 業務支援システムを導入したことで、業務時間が削減され、子どもに直接対応する時間や職員同士の話し合いの時間が増加した。

市町村に国からの情報を提供するとともに、会議において情報を
共有した。

PMHの導入が進むよう、市町村に周知を行った。

・令和７年11月８日（土）会津若松市MEGAドン・キホーテUNY会津
若松店
・令和７年11月15日（土）南相馬市イオンスーパーセンター南相
馬店
・令和７年12月15日（月）福島市イオン福島店

医療機関における利用勧奨を行うことはできなかったが、商業施設におけるマイナ保険証紐づけやマイナ保険証デモ体験、来場者との質
疑・応答により、周知・啓発を図ることができたと考えている。

小規模事業者等より補助の公募に対し２２０件の申請
があり、採択等を経た１５８件を支援した。

デジタル化対応タイプとして16件を支援した。

ＤＸの理解促進・普及を図るセミナーを参加者のレベ
ルに併せて３段階に分けて各３回開催県内３方部で各２
回開催（１１２名参加）するとともに、ＤＸ推進の伴走
支援を実施（３３社）し、その成果発表会を開催（１３
８名参加）した。

33社にDXの伴走支援を行った。

要望のあった１市町村で事業を実施した。 ICT化の導入が進むよう、市町村に周知を行った。

保守管理を行う企業と連携をとりながら、運用にあたった。 安定的な無線ＬＡＮ環境を提供することができた。

学生や新規就農者及び現役農業者向けにスマート農業機械を始め
とした各研修を実施した。

930名に対し各研修を実施し、高度で実践的な知識と技術を身に付けた農業者の育成を推進できた。

デジタル技術の活用人材育成講習会を年間８回開催した。 デジタル技術の活用人材育成講習会の開催目標が達成されたことに加え、バックオフィスの機器購入費に係る補助金制度が活用されるなど
建設業における長時間労働の是正や業務の効率化につながった。

MaaSとしてANAによる「旅CUBE」のサービスを継続して運用した。
また、認知拡大のため、同サービスを活用して二次交通（乗合タ
クシー及びリムジンバス）利用のあった方を対象としたマイル
アップキャンペーン及びプロモーションを展開した。

キャンペーン実施結果（キャンペーン参加事業者のみの集計）
・乗合タクシー：152件（166人）、4-2月累計：141件、634件729名
・リムジンバス：201枚（201人）、4-2月累計：388枚（388人）
プロモーション結果（対象期間累計）
・インプレッション数572,505、クリック数2,118件、クリック率0.37%

市町村等を対象に①勉強会１月27日（27名）②講習会２月９日
（12名）③講習会２月25日（12名）、計３回51名に対して実施し
た。

市町村等を対象に、勉強会１回、作成支援講習会を２回、計３回実施した。研修会を通じて、市町村等の公共交通関連情報のオープンデー
タ化を支援した。

既に整備済み 普通教室の大型提示装置の整備率は100％であり、授業改善、児童生徒の情報活用能力育成に取り組むこと等を通して児童生徒の学力向上
を図った。

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧
令和７年度の取組（実施）内容

令和７年度の取組における成果

分野 項目 担当
取組（事業）成果
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２．目標を設定した事業

事業 KPI

番号
N
o

名称 No 名称 部 課 事業名又は取組名 事業の狙い（事業目的） 解決すべき課題 事業対象・内容 指標（ＫＰＩ）又は目標 番号

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画
令和７年度関連事業

取組一覧
令和７年度の取組（実施）内容

令和７年度の取組における成果

分野 項目 担当
取組（事業）成果
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Ⅴ 1 情報セキュリティ対策・
個人情報保護

(3) セキュリティクラウドの利用 企画調整部 デジタル変革課 自治体情報セキュリティクラウド運用事業 県及び市町村における高度なセキュリティ監視の実
施。

不正アクセス等の防止及び職員のセキュリティ意識の
向上。

県及び市町村が共同してインターネットの接続口を集
約し、監視及びログ分析・解析をはじめ高度なセキュ
リティ対策を実施する「福島県自治体情報セキュリ
ティクラウド」を安定的に運用する。

【目標】
自治体情報セキュリティクラウドサービスを安定的に運用する。

－
（目標）
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Ⅴ 2 情報セキュリティ対策・
個人情報保護

（個人情報保護） 企画調整部 デジタル変革課 個人情報保護 個人情報保護の徹底 県民の機微な情報を適切に保護し、住民の権利利益を
守り、円滑な行政サービスの提供を図る。

個人情報保護法等に基づき、行政が保有する個人情報
を適切に管理する。

【目標】
個人情報保護法等に基づき、職員を始め、委託業者についても、個人
情報の取扱いを厳しく監視し、不適正な利用や流出がないよう、法令
順守に徹する。

－
（目標）

個人情報保護法及び番号法等に基づく各種研修等の実施を通し、
個人情報保護の徹底を図った。

番号法に基づく、特定個人情報取扱者への教育・研修実施計画を策定し、各種研修を実施のうえ、職員の個人情報保護の徹底を図った。

県内市町村担当職員を対象に、セキュリティやネットワークモデ
ルに関する研修会を５月及び２月に実施した。
また、県及び県内市町村を対象に標的型攻撃メール訓練を８月に
実施した。

不正アクセスやマルウェア感染など、重大なセキュリティインシデントは発生していない。
５月の研修においては41団体、２月の研修においては28団体が参加した。
また、標的型攻撃メール訓練におけるリンククリック率については年々減少しており、職員のセキュリティ意識の向上について一定の効果
が見られた。
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